


 



札幌市エネルギービジョンの策定にあたって

　平成20年（2008年）に「環境首都・札幌」を宣言した札幌市は、省エネルギーの推進、再

生可能エネルギーの普及など地球温暖化対策に積極的に取り組んできています。

　こうした中、平成23年（2011年）3月11日に東日本大震災、その後の福島第一原子力発

電所の事故という未曽有の大災害が発生し、私たちは原子力発電事故の影響の大きさを思い知りま

した。私たちはこれを教訓として、一人ひとりが社会のあり方を根本から見つめ直し、「原子力発

電に依存しない持続可能な社会」の実現を目指した取組を全力で進めなければなりません。

　北海道内で最大のエネルギー消費地である札幌市においては、これまでのライフスタイルを見直

し、エネルギー消費を抑えた新しい生活のあり方を再構築する必要があります。併せて身近に豊富

に存在する再生可能エネルギーをはじめとした代替エネルギーへの転換を早急に進めなければなり

ません。エネルギーをいかに有効に活用し、創り出していくかを市民の皆様とともに考え実践し、

挑戦していくことが重要であると考えています。

　そこで、未来をつなぐ子どもたちへ安全で安心して暮らせる社会を引継ぐために、札幌市はエネ

ルギー政策の方向性を示す「札幌市エネルギービジョン」を策定しました。

　このエネルギービジョンは、市民や事業者の皆様とともに目指す姿を共有し、期待する役割を示

した計画となっています。一人ひとりが考え、実践していくことで、札幌・北海道の新しい未来を

切り拓いていくことにつながるものと確信しています。

　約150年前、開拓使判官である島義勇は、原野であった札幌の地を「他日五州第一の都（世界

一の都）」を造るという壮大な構想を描き、人口190万、政令都市・札幌のまちづくりの基礎を

築きました。札幌は、厳しい自然環境の中、先人が幾多の困難を乗り越えてつくり上げてきたまち

です。既存の価値観にとらわれず、常に新しいことに挑戦していく進取の気風に富んでいると言わ

れています。

　そんな札幌に住む私たちだからこそ、「エネルギー問題」と真摯に向き合い、中長期的な視点を

持って、低炭素社会と脱原発依存社会の実現を目指した新たな取組を進めることができると信じて

います。

　原子力発電に依存しない持続可能な社会の実現を目指し、ともに考え、ともに行動しましょう！

平成26年（2014年）10月

　　　　　札幌市長
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【第1章　基本的事項】

【第7章　推進体制、進行管理】

エネルギービジョンの全体像

【第2章　札幌市におけるエネルギーの現状と取組の方向性】

〈基　本　理　念〉
エネルギーを創造する環境首都・札幌～低炭素社会・脱原発依存社会を目指して～

〈具体的な将来像〉
【まちづくり】エネルギーポテンシャルと次世代技術の融合による、北海道とともに発展するまちづくり

【ライフスタイル】新たな価値観を原動力とした、スマートな省エネスタイルの定着
【産業】人と技術が集積する札幌の強みを生かした、環境負荷低減と経済発展の両立

〈基本的な方向性〉
エネルギーの有効利用、エネルギー転換

【第3章　目指す姿】

策定の背景：原発に依存しない社会を目指した機運の高まり、エネルギー転換の必要性
位置づけ：上位計画は札幌市まちづくり戦略ビジョン、地球温暖化対策実行計画と連携
計画期間：平成26年度から平成34年度
対象範囲：電力と熱利用

・札幌市内のエネルギー消費は産業部門が少なく、民生家庭・業務部門が多い
・エネルギー消費量の4割は熱利用のエネルギー消費
・家庭における暖房エネルギーの削減が課題
・札幌市内では太陽光発電の導入が有効
・東日本大震災発生時の平成22年度における札幌市の原発依存割合は43％

1　市民向け省エネ推進事業　　　　　　　　2　札幌版次世代住宅普及促進事業
3　太陽光発電普及促進プロジェクト　　　　4　札幌型スマートファクトリー化推進事業
5　都心エネルギーネットワーク推進事業
6　新さっぽろ地区における低炭素型まちづくりの推進

【第6章　リーディングプロジェクト】

札幌市エネルギー戦略推進会議による施策の総合調整
目標値達成状況の報告、指標による管理

【第4章　数値目標】

省エネ
15％削減

（平成22年度比）
電力消費量

省エネで10％削減
（平成22年度比）

再エネ発電量
6.0 億 kWh

（平成22年度比4倍）

分散電源発電量
4.0 億 kWh

（平成22年度比2.3倍）

【第5章　目標達成に向けた取組】
再生可能エネルギーの

最大限活用
■太陽光発電を中心とした再エ
ネの導入拡大
■札幌型環境産業の創出と技術
開発

札幌の強みを発揮

スマートな
省エネルギーの実践

■省エネ型ライフスタイルの定着
■建物・住まいの省エネ化の推進

市民力を結集

分散型エネルギー
供給拠点の創出

■コジェネ・燃料電池・蓄電池
の導入拡大
■エネルギーネットワークの構築

防災・減災力の強化

熱目標（平成34年度） 電力目標（平成34年度）
平成22年度原発相当分の50％を省エネ、再エネ、分散電源で転換
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  1【環境首都・札幌】平成20年（2008年）6月に、札幌市が世界に誇れる環境首都を目指し、市民一人ひとりがこれまで以上に地
球環境保全に取り組んでいくことを示した宣言。

  2【札幌市温暖化対策推進ビジョン】札幌市が定めた地球温暖化対策の実行計画。2020年に温室効果ガス排出量を1990年比で
25％削減する目標を掲げている。

  3【低炭素社会】地球温暖化の原因となるCO2などの排出量を最少化した社会。

第1章 基本的事項

　「環境首都・札幌 1」を宣言する札幌市では、平成23年3月に「札幌市温暖化対策推進ビジョン 2」を

策定し、地球温暖化対策の一つとして、省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの普及などに取り組んで

います。

　こうした中、平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故によっ

て、基幹エネルギーとして位置づけられてきた原子力発電は、その前提となる安全性の確保に対する信頼が

大きく損なわれるとともに、事故等が発生した場合の被害の甚大さに鑑みれば、市民の安全・安心を脅かす

リスクが多大であることが明らかになりました。今後、未来をつなぐ子どもたちへ安全で安心して暮らせる

社会を残すためにも、低炭素社会 3の実現に加え、原子力発電に依存しない社会の実現をも目指す方針へ大

きく転換していく必要があります。

　このことは、平成23年度に札幌市が実施した「エネルギーに関する市民意識調査」において、約8割

の市民が将来的に原子力発電の縮小・廃止を望んでいることが明らかになったほか、札幌市議会においては

平成23年6月に「原発に頼らないエネルギー政策への転換を求める意見書」、平成25年3月に「原発

に依存しない社会の実現と再生可能エネルギーの利用拡大を求める意見書」を全会派一致で可決するなど、

多くの市民の考えと共有していると言えます。

　また、札幌市は積雪寒冷地にあることから、長年、暖房エネルギーの消費量が道外と比べると多いという

課題を有しており、その削減に向けた不断の取組を進めていかなければなりません。

　平成25年に策定された、札幌市の最上位計画となる「札幌市まちづくり戦略ビジョン」では、先人た

ちが築き上げた北方圏ならではの都市機能と、北海道の豊富な自然エネルギーを生かしながら環境負荷の少

ない暮らしを追求するなど、低炭素社会と脱原発依存社会を目指した持続可能なまちづくりを進め、世界に

誇れる先進的な環境首都を実現していくことがうたわれており、その具体的な取組を着実に進めていくこと

が必要です。

　そのためには、札幌市においては、主にエネルギーを利用する観点から、限りある資源を無駄なく使うこ

となどによる「エネルギーの有効利用の推進」と、身近に広く存在する再生可能エネルギーの活用により、

市民自らがエネルギーを創造するなどの「エネルギー転換の推進」を基本的な方向性として、中長期的なエ

ネルギー施策を展開する必要があります。

　こうした取組を進めるにあたっては、防災・減災の視点や経済効果、生活の質の向上など中長期的に創出

されるメリットを見据え、多額の初期費用を要するなどの短期的な課題を乗り越えていくことも重要となり

ます。

　本ビジョンは、市民、事業者、行政がエネルギー利用の目指す姿を共有し、エネルギーの有効利用が進ん

だ社会と脱原発依存社会を目指した持続可能なまちづくりを推進するため、具体的な目標値や必要な取組を

示すものです。

1.1　ビジョン策定の背景・必要性
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　札幌市エネルギービジョンは、札幌市のまちづくりの指針となる「札幌市まちづくり戦略ビジョン」を上

位計画として、その基本的な方向性に沿って策定される個別計画と位置付けます。

　エネルギー施策と地球温暖化対策は、密接な関係にあり、相互に連携した取組が必要です。エネルギービ

ジョンで定めたエネルギー施策の方向性や取組方針は、札幌市の地球温暖化対策実行計画に反映し、両者が

一体となって事業を推進します（図1-1）。エネルギービジョンでは、熱量や発電量を指標としますが、温

暖化対策実行計画では温室効果ガス排出量を指標とします。

　なお、札幌市地球温暖化対策実行計画（現在の「札幌市温暖化対策推進ビジョン」）は、エネルギービ

ジョンの策定後に、その内容を踏まえ改定します。

　計画期間は、「札幌市まちづくり戦略ビジョン」との整合をとり、平成26年度（2014年度）から平成

34年度（2022年度）までの9年間とします。目標値は計画期間の最終年度である平成34年度に設定

します。目標値の設定における基準年度は、エネルギー政策の転換の契機となった東日本大震災発生時の平

成22年度（2010年度）とします（図1-2）。

　エネルギーに関する事業は、長期間を要するものも多いことから、「札幌市まちづくり戦略ビジョン」に

おける都市空間の創造に当たっての基本的な考え方で示されている「おおむね20年先の展望」を考慮

し、目指す姿として平成42年度（2030年度）の状態も参考に提示します。

　なお、上位計画である「札幌市まちづくり戦略ビジョン」の改定やエネルギーに関する社会情勢の大きな

変化等があった場合は、適宜、計画を見直します。

1.2　ビジョンの位置づけ

1.3　計画期間

図1-1　エネルギービジョンの位置づけ

【札幌市エネルギービジョン】
エネルギー施策の方向性、取組方針

数値目標

【地球温暖化対策実行計画】
（札幌市温暖化対策推進ビジョン）

【札幌市まちづくり戦略ビジョン】

【中期実施計画】
【各関連事業】

連 携

上位計画

図1-2　エネルギービジョンの計画期間

基準年度
平成２２年度
（２０１０年度）

目標年度
平成３４年度
（２０２２年度）

目指す姿（参考）
平成４２年度
（２０３０年度）

計画期間：９年間
平成２６年度（2014年度）～平成34年度（2022年度）
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　札幌市まちづくり戦略ビジョンは、札幌市のまちづくりの計画体系では、幅広い分野にわたる総合計
画として最上位に位置づけられます。計画期間は平成25年度（2013年度）から平成34年度
（2022年度）までの10年間です。札幌市には様々な個別計画がありますが、これらはいずれも戦略
ビジョンの基本的な方向性に沿って策定し、推進していきます。
　戦略ビジョンは、目指すべき将来のまちの姿を描いた「ビジョン編」と、主に行政が優先的・集中的
に実施することを記載した「戦略編」で構成されています。
　ビジョン編では、目指すべき都市像の一つとして「北海道の未来を創造し、世界が憧れるまち」を掲
げ、低炭素社会と脱原発依存社会を目指した持続可能なまちづくりを進め、世界に誇れる先進的な環境
首都の実現を目指すことをうたっています。
　戦略編では、今後戦略的に取り組むべきテーマの一つである「低炭素社会・エネルギー転換（低炭素
都市創造戦略、次世代型エネルギー創造戦略）」について、具体的な戦略を定めています。札幌市エネ
ルギービジョンは、それらを推進する実行計画になります。

　まちづくり戦略ビジョンでは、札幌市の人口は、平成27年（2015年）前後をピークにその後減
少することが見込まれています。本ビジョンでは、基礎的な数値として、まちづくり戦略ビジョンで示
す将来人口や世帯数を用いています。

参考1：札幌市まちづくり戦略ビジョンとは

年 平成22年
2010年

平成27年
2015年

平成32年
2020年

平成37年
2025年

平成42年
2030年

人口（千人） 1,914 1,937 1,933 1,911 1,871
一般世帯数（千世帯） 885 911 922 921 909

表　札幌市まちづくり戦略ビジョンにおける札幌の人口・世帯数の推移

図　札幌市まちづくり戦略ビジョンの概要

まちづくり戦略ビジョンの体系

都市像ビ
ジ
ョ
ン
編

戦
略
編

基本目標

創造戦略

まちづくり戦略ビジョンにおける
環境・エネルギー分野の記述

北海道の未来を創造し、世界が憧れるまち
・世界に誇る環境首都の実現
低炭素社会と脱原発依存社会を目指した持続可能なまちづ
くりを進め、世界に誇れる先進的な環境首都を実現します

低炭素社会・エネルギー転換
・低炭素都市創造戦略
・次世代型エネルギー創造戦略

・豊かな自然と共生するまちにします
・資源やエネルギーを有効活用するまちにします
・市民が環境について学び行動するまちにします
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  4【バイオマス発電・熱利用】バイオマスとは、動植物などを由来とする生物資源の総称。バイオマス発電は、バイオマスを直接燃焼
したりガス化するなどして発電する。熱利用は、燃焼時の熱を暖房や給湯などの熱源に利用する。

  5【太陽熱利用】太陽の熱エネルギーを太陽熱集熱器に集め、熱を給湯や暖房に利用する。
  6【下水熱利用】年間を通じて安定している下水の水温を利用し、熱源として冷暖房や給湯、融雪等に活用する。
  7【蓄電池】充放電を繰り返し行うことができる電池。二次電池、バッテリーともいう。
  8【LED照明】発光ダイオード（LED）を使用した照明器具であり、蛍光灯などと比べると省エネルギー効果が高い。
  9【省エネ家電】使用時に消費する電力が少ないだけでなく、消費するエネルギーに対して効率がよい家電製品。
 10【高断熱・高気密住宅】使用する建材と断熱材、断熱施工方法などで気密性・断熱性を高め、省エネルギー効果と快適性を両立さ

せ、さらに壁体内結露などの内部結露を防ぐ、耐久性に優れた住宅。
 11【高効率給湯・暖房器】ヒートポンプ給湯暖房器、潜熱回収型ガス給湯暖房器、潜熱回収型石油給湯器など、従来型より効率の高い

給湯・暖房機器。
 12【地域熱供給】1カ所または数カ所のプラントから複数の建物に配管を通して冷水・蒸気（温水）を送り、一定規模以上の冷房・暖

房等を行うシステム。
 13【建物等排熱利用】建物等から排出する熱を熱交換器によって回収し、ロードヒーティングの熱などに利用する技術。

　一般に消費者が使うことができるエネルギーの形態は、「電力」と、灯油や都市ガスなどの「燃料」に分

けることができます。さらに燃料を用途別に「熱利用」と「運輸利用」に分け、札幌市のエネルギー消費量

の内訳をみると、電力26％、熱利用44％、運輸利用30％になります（図1-3）。

　本ビジョンでは、原発に依存しない社会を目指す観点から「電力」を計画の対象とします。また第2章

で示すように、札幌市のエネルギー消費量の44％を占める熱利用エネルギーは増加傾向にあり、家庭にお

ける暖房エネルギー消費量などの削減を重点的に進める必要があることから、「熱利用」を計画の対象とし

ます。

　なお、運輸利用については、温暖化対策実行計画において、目標値や施策を示します。

　本ビジョンでは、再生可能エネルギー、分散電源を以下のとおり区分します。また省エネルギー技術は以

下に示す技術を想定しています（図1-4）。

1.4　対象とするエネルギー

図1-4　本ビジョンで想定しているエネルギーと利用技術

図1-3　本ビジョンで対象とするエネルギーの範囲

用途別区分 内訳

電力 全ての部門（民生家庭、民生業務、産
業、運輸）で消費される電力

燃
料

熱利用 民生家庭、民生業務、産業部門で消費
される燃料（灯油、都市ガスなど）

運輸利用 運輸部門で消費される燃料（ガソリ
ン、軽油など）

エネルギー消費量の用途別区分の内訳

再生可能エネルギー 分散電源 省エネルギー技術

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
形
態

電
力

・太陽光発電　・水力発電
・地熱発電　　・風力発電
・廃棄物発電
・バイオマス発電 4　など

・燃料電池
・ ガスコージェネ
レーション
・蓄電池 7

・LED照明 8

・省エネ家電 9

・高断熱・高気密住宅 10

・高効率給湯・暖房器 11

・地域熱供給 12

・建物等排熱利用 13

　など
熱
利
用

・太陽熱利用 5　・雪氷冷熱利用
・地中熱利用　 ・下水熱利用 6

・バイオマス熱利用 4

・廃棄物熱利用　など

本ビジョンでは、廃棄物も
再生可能エネルギーとして
扱います。
分散電源は、燃料電池やガ
スコージェネレーションな
どの熱電併給システム及び
蓄電池とします。

本ビジョンでは、消費量は二次エネルギーで表示しています。

札幌市内エネルギー消費量の用途別内訳
本ビジョンの対象範囲

運輸利用
38,929TJ
（30％）

平成22年度

TJ（テラジュール）
＝1×1012J

合計
131,911TJ

合計
131,911TJ

電力
34,385TJ
（26％）

〈資料〉札幌市

熱利用
58,597TJ
（44％）

熱利用
58,597TJ
（44％）
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種類 特徴
太陽光発電 仕組み　光を受けると発電する太陽光セル（シリコン結晶、アモルファスなど）により太

陽の光を受けて発電を行う。

長所
・ 枯渇することなく、どの地域でも活用
・ 技術が成熟しており導入しやすい

短所
・ 天候により発電出力が左右される
・ 発電効率が低い

風力発電 仕組み　風車など風のエネルギーを回転エネルギーに変え発電する。

長所
・ 枯渇の心配がなく、風さえあれば夜間で
も発電が可能

短所
・ 風の状況により発電出力が左右される
・ 騒音（低周波）の問題

水力発電 仕組み　水の流れ（落差）のエネルギーを回転エネルギーに変え発電する。

長所
・ 出力変動が少なく、安定している

短所
・ 設置場所が限定される
・ 水利権調整に長期間かかることもある

地熱発電 仕組み　地中に貯えられた熱水の蒸気でタービンを回して発電する。

長所
・ 出力変動が少なく、安定している
・ 稼働率が高く、発電効率も高い

短所
・ 環境アセス、調査に時間を要する
・ 温泉への影響を不安視する意見もある

廃棄物発電・熱利用 仕組み　清掃工場などでごみを焼却する際の熱で高温の蒸気を作り、その蒸気でタービン
を回して発電する。熱利用は、発生熱を地域熱供給などの熱源として活用する。

長所
・ 発電出力は比較的安定している
・ 発電後の排熱は熱利用可能

短所
・ 組成の安定した原料の確保が必要

雪氷冷熱利用 仕組み　冬の間に降った雪や、冷たい外気を使って凍らせた氷を保管し、冷熱が必要とな
る時期に冷熱源として利用する。

長所
・ 利用可能量は豊富にある

短所
・ 都市部では雪や氷の保管場所の確保が困
難

地中熱利用 仕組み　地盤中に存在する季節変動が少ない熱を冷暖房の熱源として利用する。

長所
・ 冷房と暖房需要がある建物に適している

短所
・ 地盤掘削のイニシャルコストが高い

燃料電池 仕組み　水素と酸素を電気化学的に反応させることによって、電気を発生させる。

長所
・ エネルギー利用効率が高く、環境負荷が
小さい

短
・ 導入費用が高い

コージェネレーション 仕組み　発電機で電気を作るときに同時に発生する「熱」を「温水」や「蒸気」として同
時に利用する。

長所
・ エネルギー利用効率が高く、環境負荷が
小さい

短所
・ 通年で熱需要がないと稼働率が落ち、発
電コストがアップする

参考2：主な再生可能エネルギーなどの特徴
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 14【革新的エネルギー・環境戦略】政府のエネルギー・環境会議が平成24年9月にまとめた、エネルギーと環境に関する方針。
 15【再生可能エネルギー固定価格買取制度】太陽光や風力などの再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、再生可能エネルギーによ

り発電された電力を、電力会社が一定価格で買い取ることを義務付けた制度。略称 FIT という。電力会社が買い取る費用は、
すべての電気利用者から賦課金として集められる。

 16【発送電分離】電力会社の発電部門と送配電部門の事業を分離すること。
 17【北本連系線】北海道と本州を結ぶ一連の電力供給設備。
 18【LNG火力発電所】液化天然ガス（LNG）を燃料とする火力発電所。

1.5　近年のエネルギー政策の動向

　国のエネルギー政策は、「エネルギー政策基本法」に基づき策定される「エネルギー基本計画」で示され

ます。平成22年6月に策定された計画では、原子力発電の推進、再生可能エネルギーの導入拡大などの

目指すべき姿が示されました。

　その後、平成23年3月に発生した福島第一原子力発電所の事故や脱原発を求める声の高まりを受け

て、平成24年9月に政府は「2030年代に原発ゼロを目指す、原発の新増設はしない」という「革新的

エネルギー・環境戦略 14」を発表しました。

　平成24年12月の政権交代を経て、平成26年4月に策定されたエネルギー基本計画では、原発依存

度を可能な限り低減する一方で、原子力発電はエネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード

電源と位置づけています。また、再生可能エネルギーは2013年から3年程度、導入を最大限加速してい

き、これまでのエネルギー基本計画を踏まえて示した水準をさらに上回る水準の導入を目指すとしています。

　こうした中、平成24年7月に「再生可能エネルギー固定価格買取制度 15」が開始され、平成25年4

月には、電気事業参入の全面自由化や電力会社の発送電分離 16 などを三段階で進める改革プログラムなど

を示す「電力システムに関する改革方針」が閣議決定されるなど、エネルギーを取り巻く環境は大きな変革

期を迎えています。

　北海道経済部では、平成24年3月に「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画【第Ⅱ期】」を策

定しました。この計画は、「脱原発の視点に立って、限りある資源を可能な限り将来に引き継ぎ、エネルギー

をむだなく大切に使用するとともに、北海道内に自立的に確保できる新しいエネルギーの利用拡大」を定めた

「北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例」に基づき策定され、平成26年3月には「新エネルギー導入

に向けた基本的方向」として省エネルギーと再生可能エネルギーの導入目標を定めています。

　北海道内の電力状況については、泊原子力発電所の停止により厳しい電力需給状況が続いています。北海道

電力は、火力燃料費の増加により、財務状況が悪化しているとして、平成25年9月1日から電気料金は、自

由化部門（事業者等）で平均11.00％、規制部門（家庭向け）で平均7.73％の値上げになっています。

　また北海道は、もともとの電力の系統規模の小ささから、再生可能エネルギーの接続量に限界がありま

す。特に2,000kW以上の太陽光発電は、接続量の限界と推定される40万 kWに達するなどの状況にあ

ることから、国や北海道電力は、大型蓄電池の変電所への導入や道内の送電設備や本州と北海道を結ぶ北本

連系線 17 の増強などの対応策をとることを決めたところです。

　さらには、石狩湾新港で北海道電力による LNG火力発電所 18 の建設が計画されており、今後の道内の

電力に関する動向を注視していく必要があります。

（1）　国のエネルギー政策

（2）　北海道内の動向
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　第2章では、札幌市におけるエネルギーの現状と取組の方向性を示します。

・ 民生家庭、民生業務部門のエネルギー消費量は増加傾向にあり、これらは全体の6割以上を占める
・用途別では、熱利用が全体の約4割を占め、その6割は家庭での消費
・札幌市の住宅における暖房エネルギー消費量は、本州の他都市と比べ約5倍
・ 電力消費量の9割は民生家庭、民生業務部門による消費であり、住宅では照明と冷蔵庫の消費割合が多い

現　状

・家庭や事務所などにおける熱と電力消費量の削減を重点的に進める

取組の方向性

2.1　エネルギー消費量

〈資料〉札幌市平成２４年度は速報値
年度

２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３平成２

１３５，６７９１３１，９１１
１１０，８１８

１６０，０００

１４０，０００

１２０，０００

１００，０００

８０，０００

６０，０００

４０，０００

２０，０００

０

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

ＴＪ（テラジュール）＝１×１０１２Ｊ

■民生家庭
■民生業務
■運輸
■産業

図2-1　札幌市内エネルギー消費量の推移（資料編参照）

カッコ内は
平成２年度比

１０，６７１
（０．９８倍）

３５，１７１
（１．４０倍）

３８，２０３
（１．００倍）

５１，６３４
（１．４２倍）

１０，１４３

３４，９５４

３９，３９５

４７，４１８

１０，９３３

２５，１４７

３６，４９０

３８，２４７

〈資料〉札幌市平成２４年度は速報値
年度

２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３平成２

６０，０００

５０，０００

４０，０００

３０，０００

２０，０００

１０，０００

０

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

ＴＪ（テラジュール）＝１×１０１２Ｊ

民生家庭
民生業務
運輸
産業

図2-2　部門別エネルギー消費量の推移

　札幌市内のエネルギー消費量 19 は、平成14年度をピークに増加傾向でしたが、それ以降はやや減少か

横ばい傾向を示しています（図2-1）。部門別 20 経年変化をみると、運輸と産業部門は、平成24年度には

平成2年度と同水準まで減少していますが、民生家庭、民生業務部門は増加傾向を示し、平成2年度比で

は、ともに約1.4 倍増加しています（図2-2）。

（1）エネルギー消費全体の動向

第2章 札幌市におけるエネルギーの現状と取組の方向性
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 19【エネルギー消費量】電力、燃料の最終的な消費量の合計。ここでは熱量の単位である J（ジュール）で表す。
 20【部門別】産業、民生家庭、民生業務、運輸の4部門。各部門の内訳は以下のとおり。

民生家庭部門：家庭における燃料及び電力の消費量（自動車は除く）
民生業務部門：事務所・ビル、商業・サービス、中小製造業の一部における燃料及び電力消費量
産業部門：製造業、農林水産業、工業、建設業、熱供給事業、清掃工場、上下水道における燃料及び電力の消費量
運輸部門：自動車（自家用含む）、鉄道、航空機における燃料及び電力の消費量

　エネルギー消費量の部門別構成を全国及び北海道と比較すると、札幌市は大きな工場が少ないことなどか

ら、産業部門が少なく、逆に民生家庭、民生業務部門が合わせて6割以上を占めているなどの特徴があり

ます（図2-3）。

　次に、エネルギー消費量を「電力」「熱利用」「運輸利用」の用途別にみると、熱利用が44％とほぼ半分

を占めています（図2-4）。用途別の経年変化では、運輸利用は平成24年度には平成2年度と同じ水準ま

で減少していますが、熱利用は平成2年度比で1.2 倍、電力は1.8 倍まで増加しています（図2-5）。

平成２２年度

１８．８％１４．４％４３．９％

３０．１％１８．１％２１．３％３０．４％

２９．９％２６．５％３５．９％

運輸民生業務

民生家庭、民生業務
が６割以上

民生家庭産業

100806040200

札幌市

北海道

全国

（％）

２２．９％

７．７％

図2-3　エネルギー消費量の部門別構成比較

カッコ内は
平成２年度比

〈資料〉札幌市平成２４年度は速報値 年度
２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３平成２

８０，０００

７０，０００

６０，０００

５０，０００

４０，０００

３０，０００

２０，０００

１０，０００

０

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

ＴＪ（テラジュール）＝１×１０１２Ｊ

３３，８３７
（１．７５倍）

３７，７３１
（１．００倍）

６４，１１０
（１．１９倍）

３４，３８５

３８，９２９

５８，５９７

１９，３２３

３７，８２６

５３，６６９

熱利用
運輸利用
電力

図2-5　用途別エネルギー消費量の推移

札幌市内エネルギー消費量の用途別内訳

熱利用が44％

合計
131,911TJ

合計
131,911TJ

熱利用
58,597TJ
（44％）

熱利用
58,597TJ
（44％）

運輸利用
38,929TJ
（30％）

電力
34,385TJ
（26％）

平成22年度

TJ（テラジュール）
＝1×1012J

〈資料〉札幌市

図2-4　札幌市内エネルギー消費量の用途別構成

用途別区分 内訳

電力 全ての部門（民生家庭、民生業務、産業、運輸）で
消費される電力

燃
料

熱利用 民生家庭、民生業務、産業部門で消費される燃料
（灯油、都市ガスなど）

運輸利用 運輸部門で消費される燃料（ガソリン、軽油など）

エネルギー消費量の用途別区分の内訳
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　エネルギー消費量の44％を占める「熱利用」の内訳を部門別にみると、約60％が家庭での消費です

（図2-6）。そこで家庭のエネルギー消費の内訳を他都市と比較してみると、札幌市の暖房エネルギーの消

費量は、本州の他都市と比べて約5倍にもなります（図2-7）。

　また熱利用エネルギーの部門別の経年変化をみると、産業部門や民生業務部門は横ばい傾向ですが、民生

家庭部門は平成2年度比で1.3 倍になるなど、増加傾向にあります（図2-8）。

　これらの傾向から、熱利用エネルギーについては、家庭における暖房エネルギーの削減を重点的に進める

必要があると言えます。 

（2）　熱利用

カッコ内は
平成２年度比

〈資料〉札幌市平成２４年度は速報値 年度
２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３平成２

４５，０００

４０，０００

３５，０００

３０，０００

２５，０００

２０，０００

１５，０００

１０，０００

５，０００

０

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

ＴＪ（テラジュール）＝１×１０１２Ｊ

民生家庭
民生業務
産業

８，０６２
（０．９６倍）

１７，４５２
（１．１１倍）

３８，５９６
（１．３０倍）

７，６０９

１６，９０６

３４，０８２

８，３８０

１５，６８６

２９，６０３

図2-8　部門別の熱利用エネルギー消費量の推移

図2-6　札幌市内熱利用エネルギーの部門別割合

熱利用の内訳
熱利用の
6割が家庭

平成２２年度 〈資料〉札幌市

熱利用
４４％

エネルギー消費量

民生家庭
58％

民生業務
29％

産業
13％

図2-7　家庭におけるエネルギー消費量の内訳比較

８０，０００

７０，０００

６０，０００

５０，０００

４０，０００

３０，０００

２０，０００

１０，０００

０

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

ＭＪ/世帯・年

〈資料〉経済産業省「平成14年度民生部門エネルギー消費実態調査」

１１，５９１

１３，７３８

６，３３８
３６，６１９３６，６１９

１１，１２２

１４，８７７

７，７３６

３８，４９９３８，４９９

１０，７９２

１６，３８０

６，３４２
３９，６８３

９，９５８

１４，７５１

７，５０１

３６，９６７３６，９６７

１０，２６０

１７，１４２

８，０８７

３９，８４２

１１，７２９

１５，８４０

３６，９００３６，９００

６８，０９４６８，０９４

〈用途別〉

暖房の消費量は
他都市の約5倍

福岡市

■暖房
■冷房
■給湯
■厨房
■照明

高松市大阪市名古屋市東京都札幌市
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 21【省エネ診断】エネルギーの専門家が事業所などを訪問し、省エネに関する診断や提案を行うこと。

電力の内訳

平成２２年度 〈資料〉札幌市

エネルギー消費量

民生業務
52％

民生家庭
39％

産業
７％

電力
２６％

運輸１％ 約9割が
民生家庭・業務部門

図2-9　札幌市内電力消費量の部門別割合

平成２４年度は速報値 〈資料〉北海道電力㈱、札幌市年度
２４

３６．２２

４９．２２

１．３１
７．２５

２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３平成２

１００
９０
８０
７０
６０
５０
４０
３０
２０
１０
０

電
力
消
費
量

９４．０９５．５９２．２９１．３８７．６８２．９８０．８７７．３
７２．４

６６．１
５９．６５３．７

億ｋＷｈ

■民生家庭
■民生業務
■運輸
■産業

■民生家庭
■民生業務
■運輸
■産業

図2-10　札幌市内電力消費量の推移

夏期ピーク時（20時）
照明と冷蔵庫の
節電が有効

〈資料〉経済産業省〈資料〉経済産業省

照明
26％

冷蔵庫
23％テレビ

18％

待機電力
6％

その他
27％

冬期ピーク時（19時）

照明
19％

冷蔵庫
16％

その他
44％

テレビ9％

暖房器具6％待機電力6％

図2-11　北海道の家庭における消費電力

　札幌市内の電力消費量の9割は、民生家庭、民生業務部門が占めています（図2-9）。電力消費量は平成

2年度以降増加傾向にあり、平成22年度に過去最高の95.5 億 kWhに達しましたが、東日本大震災以降

の節電の取組などにより、平成24年度は、94.0 億 kWhに減少しています（図2-10）。これは、家庭や

事業者を中心とした節電の取組成果が出ていると考えられますが、北海道内では、平成24年度から25

年度にかけて国から節電要請がなされるなど、電力需給は厳しい状況にあり、節電を継続・定着していくこ

とが求められています。

　札幌市をはじめとする北海道の電力消費は、夏と冬ともに照明と冷蔵庫が消費電力の上位2位を占めて

いるなどの特徴があります（図2-11）。節電を継続・定着していくには、このような特徴を踏まえ、事業

者は省エネ診断 21 などを活用した現状の把握と運用改善などの実施、家庭においては、こまめな消灯など

のソフト対策に加え、白熱電球から LED照明への交換、従来型冷蔵庫から省エネ性能が高い製品への交換

など、効果的な省エネの実践が不可欠です。

（3）　電力
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 22【利用可能量】太陽光パネルや風力発電などを設置できる場所に最大限導入したときに得られる理論上のエネルギー量。

・ 札幌市内では太陽光発電と地熱発電の利用可能量が多いが、地熱発電は調査に長期間を要することか

ら、導入が比較的容易な太陽光発電の普及促進が有効

・ 太陽光発電は急速に普及が進んでいるが、積雪の影響を低減する架台を設置するため、設置費用は割高な傾向

現　状

・ 太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの普及拡大を目指し、課題の解決や普及を促進する施策

を展開する

取組の方向性

2.2　再生可能エネルギー

図2-12　札幌市内の再生可能エネルギー利用可能量

　平成23年度に札幌市が実施した再生可能エネルギーの利用可能量 22 調査では、札幌市内における再生

可能エネルギーの利用可能発電量の合計は60.7 億 kWhになります（表2-1、図2-12）。これは、平成

24年度の電力消費量94億 kWhの 65％に相当します。

　最も利用可能量が多い再生可能エネルギーは地熱ですが、地熱発電は調査から発電開始まで長期間要する

などの課題があります。札幌市では二番目に利用可能量が多く、比較的導入が容易な太陽光発電の普及を進

めていくことが有効と考えられます。

（1）　再生可能エネルギーの利用可能量

札幌市 北海道
太陽光発電 18.5 億 kWh 72.1 億 kWh
陸上風力発電 11.1 億 kWh 3,319.3 億 kWh
小水力発電 1.1 億 kWh 24.5 億 kWh
地熱発電 30.0 億 kWh 197.4 億 kWh
合計 60.7 億 kWh 3,613.3 億 kWh

表2-1　札幌市及び北海道の利用可能量（年間）
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 23【木質ペレットボイラー】木質ペレットは、林業や木材の加工工場などから出る木の不要部分などを粉状にした後、圧縮・成形した
固形燃料のこと。木質ペレットボイラーは木質ペレットを燃料としたボイラー。

　札幌市内の再生可能エネルギーでは、近年、太陽光発電の導入量が増加しています。平成24年度にお

ける札幌市内の太陽光発電導入量は、容量1.9 万 kWであり、10年前に比べ10倍以上の伸びを示して

います（図2-13）。平成25年 3月には札幌さとらんど隣接地に2メガワットの大規模太陽光発電が完成

するなど、今後は建物の屋根・屋上に加え、未利用地などへの設置も期待できます。札幌市内での太陽光発

電は、パネル架台を高くしたり、パネルの角度を急にするなどの積雪対策を施すことで本州と同等の年間発

電量を得ることができますが、設置費用は割高になる傾向があります（図2-14）。

　このため、太陽光発電のさらなる導入拡大には、設置に対する支援や適切な情報提供による普及啓発、発

電量確保と設置費用低減を両立する設置方法の調査・研究などの取組が必要です。

　他の再生可能エネルギーの発電では、水道局藻岩浄水場における小水力発電（発電能力400kW）、市内

清掃工場における焼却熱を利用した廃棄物発電などが行われています（表2-2）。

　熱利用については、モエレ沼公園ガラスのピラミッドへの雪冷熱利用設備、市内小中学校や円山動物園へ

の木質ペレットボイラー 23 など公共施設への導入が進んでおり、地中熱ヒートポンプや木質ペレットス

トーブなどは一般住宅への導入も増えてきています。

　雪冷熱や木質バイオマス、地中熱、下水熱などの再生可能エネルギーは、札幌市内及びその周辺に豊富に

存在するとともに、地域特性を生かした再生可能エネルギーであることから、広域的な活用も含めた普及拡

大を進めていくことが重要です。

（2）　再生可能エネルギーの導入状況

種類
平成22年度 平成24年度

件数 容量 発電量 件数 容量 発電量
太陽光発電 2,291件 9,010kW 947万 kWh 4,115件 19,190kW 2,017万 kWh
小水力発電 1件 400kW 315万 kWh 1件 400kW 322万 kWh
廃棄物発電 3件 39,920kW 1億 3,664万 kWh 3件 39,920kW 1億 4,945万 kWh
合計 49,330kW 1億 4,926万 kWh 59,510kW 1億 7,284万 kWh

表2-2　札幌市内における再生可能エネルギー発電設備導入状況

太陽光発電の発電量は容量 kW×365日×24時間×設備利用率12％から推計
小水力発電、廃棄物発電の発電量は実績値

図2-13　札幌市内太陽光発電導入量の推移

■容量
　　件数

〈資料〉北海道電力㈱年度
２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９平成８

１９，１９０

１２，０６４

９，０１０

３，６９２

２，６７２
２，０２３

１，３３８９９６
２０３６７６７

４，１１５

３，０４６

２，２９１

１，０５４

７５８
５３６

３３７２５４
５６１９

容
量

件
数

２０，０００

１８，０００

１６，０００

１４，０００

１２，０００

１０，０００

８，０００

６，０００

４，０００

２，０００

０

ｋＷ 件
５，０００

４，５００

４，０００

３，５００

３，０００

２，５００

２，０００

１，５００

１，０００

５００

０

図2-14　太陽光発電設置方法・価格の比較
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・事業用コージェネレーションの導入は、近年は緩やかな増加

・家庭向け燃料電池の導入拡大が期待できるが、現状では初期費用が高額

現　状

・分散電源の導入を促す支援を推進する

取組の方向性

2.3　分散電源

　コージェネレーションなど熱電併給による分散電源については、①排熱を利用でき、総合的にエネルギー

効率が高い、②電力消費地で発電を行うため、送電ロスが少ない、③災害時などの非常用電源としての役割

に期待できるなどのメリットがあり、特に積雪寒冷地である札幌市では一定の熱需要が見込まれることか

ら、本州に比べて導入しやすい環境にあります。札幌市内では地域熱供給施設や病院、マンションなどへ

112ヵ所（平成24年度）導入されていますが、近年の増加割合は緩やかな状況です（図2-15、表2-3）。

　家庭向けの分散電源では、平成23年に寒冷地対応の家庭用燃料電池（エネファーム）が発売になった

ことに加え、東日本大震災以降、電力の自給システムの注目が高まっていることから、今後の分散電源の導

入拡大が期待できますが、通常のボイラーなどと比べ、初期費用が200万円以上と高額であり、導入拡大

に向けた支援を行っていくことが必要といえます。

種類
平成22年度 平成24年度

件数 容量 発電量 件数 容量 発電量
事業用コジェネ 85件 27,745kW 1億 7,013万 kWh 112件 28,352kW 1億 7,385万 kWh

家
庭
ガスエンジン 552台 662kw 123万 kW 698台 838kW 155万 kWh
燃料電池 0台 0kW 0kWh 61台 46kW 19万 kWh

合計 28,407kW 1億 7,136万 kWh 29,236kW 1億 7,560万 kWh

表2-3　札幌市内における分散電源導入状況

〈資料〉札幌市

図2-15　札幌市内における事業用コージェネレーションの導入状況

〈資料〉札幌市年度
２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３平成２

２８，３５２ｋＷ
２７，７４５

２６，２０４２６，０９２
２５，１７２

２２，６３２

１３，１０８

９，６９０９，５１２

７，０８７
４，８４３４，３０６

３０，０００

２５，０００

２０，０００

１５，０００

１０，０００

５，０００

０

容
量

ｋＷ
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　コージェネレーションは、発電機能に加え、排熱を有効活用することでエネルギー量の削減にもつな

がります。そのエネルギー効率は80％以上であり、通常の発電所の効率35～40％の2倍以上にな

ります。

　分散電源の省エネ効果を一定の条件で試算すると、コージェネレーションは、従来型の供給電力＋ボ

イラーの場合よりも約30％の省エネ効果があります（一次エネルギーベース）

　実際に省エネ効果を得るためには、排熱の有効利用が不可欠です。大規模なコージェネレーションの

場合は、地域熱供給の熱源として導入し、地区全体で熱を有効利用することが期待できますが、新たな

熱導管の整備には多額の費用を要するなどの課題もあります。

　札幌市では排熱を地区全体で有効活用するエネルギーネットワークの構築などを目指し、エネルギー

供給拠点としてのコージェネレーションや熱導管整備の促進を目指した取組を推進します。

参考3：コージェネレーションの省エネ効果

従来システムとコージェネレーションのエネルギー消費量（一次エネルギー）比較
（電力量1億 kWh、熱600TJに必要な投入エネルギー量を試算）

従来システム
投入エネルギー
（一次エネルギー）

1,726 TJ

発電所
976 TJ 電力

1 億 kWh※

熱
600 TJ

電力
1 億 kWh※

熱
600 TJ

※1 kWh＝3.6 MJ

需要者

利用されない排熱
発電効率 36.9％

熱効率 80％

発電効率 30％

熱回収率 50％

約 30％の省エネ効果

コージェネレーション
投入エネルギー
（一次エネルギー）

1,200 TJ

ボイラ
750 TJ

コジェネ
1,200 TJ
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・都心地区や厚別地区、真駒内地区などに熱供給基盤が整備され、都市の発展に寄与

・近年はコジェネ、雪冷熱、バイオマス、RDFの導入など環境性向上に努めている

現　状

・熱供給ネットワークの拡大や将来像について検討を進める

取組の方向性

2.4　地域熱供給

　札幌市では、昭和40年から50年代にかけて都心地区や厚別地区、真駒内地区などに広範囲な地域熱

供給施設が整備され、都市の発展に寄与してきました。近年は木質バイオマスや雪冷熱、ごみ固形化燃料

（RDF）24 などの再生可能エネルギーを積極的に採用するとともに、札幌駅南口や道庁南エネルギーセン

ターへの天然ガスコージェネレーション導入とそのネットワーク化などエネルギーの効率的な利用と環境性

の向上を目指した取組を進めています（表2-4、図2-16）。地域熱供給は、地域における面的なエネル

ギー効率の向上や都市の低炭素化に貢献するものであり、札幌市では今後の熱供給ネットワークの拡大や都

市基盤としての役割、将来像について検討を進めます。

 24【ごみ固形化燃料（RDF）】可燃性物を主原料とするごみを固形化した燃料（Refuse Derived Fuel）。
 25【フリークーリング】温度の低い外気を利用し、冷却塔単独で、冷房に用いる冷水を作るシステム。

事業者 ㈱札幌エネルギー供給公社 ㈱北海道熱供給公社 北海道地域暖房㈱
地区名 札幌駅北口地区 都心地区 光星地区 厚別地区 真駒内地区
供給面積 22ha 106ha 11.5ha 142ha 50.3ha
供給件数 10件 約100件 約1,800件 約5,400件 約1,600件

主な燃料 天然ガス、雪冷熱利用
フリークーリング 25、電気

天然ガス
木質バイオマス

天然ガス
灯油

天然ガス
RDF燃料

天然ガス
清掃工場排熱

表2-4　札幌市内の熱供給事業

〈資料〉札幌市

図2-16　札幌駅北口及び都心地区の熱供給事業の概要

天然ガスコージェネレーション
（札幌駅南口EC、容量8,670kW）

雪冷熱利用（札幌駅北口地区）
（融雪槽の雪を冷水熱源に利用）

木質バイオマス利用
（中央EC）
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・平成22年度の札幌市内電力消費量のうち、原発の依存割合は43％（41億kWh）

・平成24年度は火力発電の割合が増加し、二酸化炭素排出量が増加している状況

現　状

・省エネの推進、再エネ・分散電源の導入による「エネルギー転換」を進める

取組の方向性

2.5　電力消費量の電源内訳

　ここでは、札幌市内の電力消費量の電源内訳を算出します。

　札幌市内の再生可能エネルギーによる発電はすべて札幌市内で消費され、残りは北海道電力から電力供給

を受けるとして、札幌市内の電源内訳を算出すると、平成22年度の札幌市内電力消費量95.5 億 kWhの

うち、原発依存割合は43％（41億 kWh）になります（図2-17）。平成24年度は、泊原子力発電所がほ

とんど停止していたことにより、原発依存割合は2％（2.1 億 kWh）まで減少していますが、火力発電は約

80％まで増加し、発電に伴う二酸化炭素排出量の増加が懸念されます。

　低炭素社会の推進と原発に依存しない社会の実現に向け、札幌市ができることとして、省エネルギーの推

進、再生可能エネルギー及び分散電源の導入による「エネルギー転換」を進めていく必要があります。

図2-17　札幌市内電力消費量に対する電源内訳
算出方法の詳細は資料編参照

火力
７４．１
（７９％）

原子力２．１（２％）

札幌市内の電源内訳の算出
①　札幌市内の再生可能エネルギーは市内で全て消費されると仮定
②　残りの電力量は北海道電力の電源内訳のまま供給
③　分散電源（コジェネ・燃料電池）発電量は自家消費分として別に積上げ

平成２２年度

電力消費量（億 kWh）
１００８０６０４０２００

分散電源
（自家消費）
１．７

再エネ３．３（３％）

水力
１４．３
（１５％）

火力
３６．８
（３９％）

原子力
４１．１
（４３％）

合計９５．５億ｋＷｈ

平成２４年度

電力消費量（億 kWh）
１００８０６０４０２００

分散電源
（自家消費）
１．８

再エネ４．３（５％）

水力
１３．５
（１４％）

合計９４．０億ｋＷｈ
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・多くの市民は原発に依存しない社会を要望している

現　状

・多くの市民意見を反映し、原発に依存しない社会を目指した取組を進める

取組の方向性

2.6　エネルギーに対する市民意識

図2-18　札幌市における原子力発電対する市民意識

　札幌市では平成23年と平成24年にエネルギーに係わる市民意識調査を実施しています。

　調査の結果から、市民は脱原子力発電依存と再生可能エネルギーによる発電の拡大を望んでいることがう

かがわれます（図2-18）。札幌市議会においても平成23年6月に「原発に頼らないエネルギー政策への

転換を求める意見書」、平成25年3月に「原発に依存しない社会の実現と再生可能エネルギーの利用拡大

を求める意見書」を全会一致で可決するなど、原発に依存しない社会の実現に向けた気運は高まってきてお

り、その実現に向けた取組を進めていく必要があります。

１１８１７
０

７８５７
１

７７１２２
１

〈資料〉札幌市「平成23年度エネルギーに関する市民意識調査」

ｎ＝３８４
■不要　■縮小　■維持　■拡大　■わからない

１００８０６０４０２００

８割の市民が
「不要」又は「縮小」

脱原発依存が
一番多い

１１
１
５２１６２

７
１

１３４９２９

７
１

３４４０１８２～３年後

１０年後

３０年度

原子力発電の今後のあり方

１５％

４％

１２％

２４％

４４％

（％）

〈資料〉札幌市「平成 23 年度エネルギーに関する市民意識調査」

ｎ＝３８４■縮小　■維持　■拡大　■わからない
１００８０６０４０２００

２～３年後

１０年後

３０年度

再生可能エネルギーによる発電の今後のあり方

（％）

〈資料〉札幌市「平成24年度エネルギー転換調査」

ｎ＝５４５
４０２０ ５０３０１００

札幌市におけるエネルギーの目指すべき方向性

（％）

原子力発電依存からの脱却

安定した電力供給

地球温暖化の抑制

低廉な電気料金

その他・無回答
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・札幌のものづくり産業の特徴の一つとして IT産業が集積

・札幌には、積雪寒冷地技術や大学等の研究機関が持つ多種多様な知的資源が蓄積

・ 国は、環境・エネルギー分野の市場を平成32年に平成24年度比で6兆円増の10兆円とすることを

目標

現　状

・ 今後成長が見込まれる環境・エネルギー分野の市場を獲得するため、札幌の持つ強みを活かした環

境・エネルギー分野の産業振興に取り組む

取組の方向性

2.7　産業（環境・エネルギー分野）

　札幌のものづくり産業は、主要な産業の一つでもある IT 産業の売上高が最も多い一方で、機器製造に関

連する産業の出荷額が少ないことに特徴があります（図2-19）。

　また、札幌には、高気密・高断熱住宅などの積雪寒冷地に適した技術が開発・蓄積されているほか、市内

の17大学をはじめとする研究機関が集積し、多種多様な知的資源が蓄積されていることから、エネル

ギー関連技術の研究開発や産業化の面で優位性があると考えられます。

　今後、環境・エネルギー産業は、国の成長戦略「日本再興戦略─ JAPAN is BACK─」（平成25年6

月14日閣議決定）において、再生可能エネルギーの徹底活用や省エネルギーの最大限の推進などによ

り、国内の市場規模を、平成24年の4兆円から、平成32年には6兆円増の10兆円とすることが掲げ

られるなど、大きな成長が期待されています。

　とりわけ、北海道は再生可能エネルギーの宝庫であり、環境・エネルギー分野の市場が大きく拡大する可

能性を秘めていると考えられることから、この成長市場を市内企業が獲得し、札幌市産業の成長につなげる

ことが重要です。

　そこで、これまでに蓄積された積雪寒冷技術や大学などが持つ知的資源と IT 産業の融合による省エネル

ギーシステムの構築など、札幌の強みを活かした環境・エネルギー関連技術の研究開発や蓄積を進め、環

境・エネルギー分野の産業振興に取り組みます。

図2-19　札幌市内の IT産業の売上高と主な製造業の出荷額（平成23年）

〈資料〉札幌市、（社）北海道 IT 推進協会
出荷額（IT 産業は売上高）（億円）

４，０００３，０００２，０００１，００００
１０２
１０６
１２４
１３０
２６２
３１８
４０４
５８９

２，３００
３，３６９IT 産業

食料品製造業
印刷・同関連業
金属製品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業
鉄鋼業

生産用機械器具製造業
家具・装備品製造業
電気機械器具製造業

化学工業
（億円）
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　ここでは、概ね20年先を見据えた札幌市のエネルギーに関わる目指す姿を提示します。目指す姿の基

本理念は、環境首都・札幌の新たなステージとして、『エネルギーを創造する環境首都・札幌～低炭素社
会・脱原発依存社会を目指して～』とします。これは、再生可能エネルギーなどの導入によりエネルギーを
自ら創る「創エネ」の概念に加え、省エネは、エネルギーを創り出すことと同じ効果とみなせるとの考え方

を含めて「エネルギーを創造する」と表現し、市民・事業者・札幌市が一体となって、低炭素社会と脱原発

依存社会を目指していくことを示したものです。

　また、目指す姿の具体的な将来像として、再生可能エネルギーの導入やエネルギーネットワーク 26 の構

築による「まちづくり」、省エネ意識の定着や住まいの省エネ化などによる「ライフスタイル」、エネルギー
を通じた産業振興などによる「産業」の3テーマを描きます。
　目指す姿の実現に向けては、「エネルギーの有効利用」と「エネルギー転換」を基本的な方向性として、

省エネルギーの推進、再生可能エネルギー及び分散電源の導入拡大を目指した施策を展開します。

 26【エネルギーネットワーク】ここでは、地域熱供給の熱導管や電力網をネットワーク状に整備し、通信技術を用いて効率的なエネル
ギー利用を図るシステムのこと。

 27【エネルギーポテンシャル】ここでは、札幌や北海道に広く存在する再生エネルギーやコージェネレーションから発生する熱、清掃
工場の廃熱など利用可能なエネルギー源のこと。

第3章 目指す姿

目 指 す 姿

基本的な方向性

エネルギーの有効利用 エネルギー転換

基本理念

具体的な将来像

エネルギーを創造する環境首都・札幌
～低炭素社会・脱原発依存社会を目指して～

まちづくり

エネルギーポテンシャル27

と次世代技術の融合によ
る、北海道とともに発展す
るまちづくり

・太陽光発電をはじめとした多様
な再生可能エネルギーの導入
・エネルギーネットワーク及び
マネジメントの構築・拡大

ライフスタイル

新たな価値観を原動力と
した、スマートな省エネ
スタイルの定着

・省エネ意識の定着
・エネルギーの高効率化が図ら
れた建物・住まいの選択

産業

人と技術が集積する札幌の
強みを生かした、環境負荷
低減と経済発展の両立

・札幌と北海道の経済が好循環
する仕組の構築
・新たな価値を創造する環境産
業の創出

施 策 の 展 開

省エネの推進 再エネの導入拡大 分散電源の導入拡大
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　「まちづくり」は、以下の将来像を目指していきます。

 28【スマートコミュニティ】電気の有効利用に加え、エネルギーの「面的利用」や、地域の交通システム、市民のライフスタイルの変
革などを複合的に組み合わせたエリア単位でのエネルギー・社会システムの概念

 29【エネルギーマネジメントシステム】情報通信技術を活用して、家庭、オフィスビル、工場などのエネルギーの使用状況をリアルタ
イムに把握・管理し、最適化するシステム。

 30【デマンドレスポンス】電力のピーク時間帯に高い電気料金を設定するなどにより、電力の供給力に合わせて、需要者が需要量を変
動させて需給バランスを一致させること。

● 戸建住宅やビルなど様々な場所で、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーや蓄電池、コージェネ
レーションを最適なバランスで組み合わせたエネルギーシステムが導入されています。

● 技術革新により高効率の薄型・透明の太陽光発電パネルなどが開発され、従来では設置が困難であった場
所への再生可能エネルギーの導入が進んでいます。

● 清掃工場でごみ焼却に発生するエネルギーを発電や熱源として有効に活用しています。
● 木質バイオマスや地中熱ヒートポンプ、雪氷冷熱、建物排熱利用など積雪寒冷地の地域特性にあった熱利
用が展開しています。

● 札幌市近郊における風力や地熱・太陽光発電、バイオマス熱利用などの広域的な活用が図られています。

（1）太陽光発電をはじめとした多様な再生可能エネルギーの導入

●  都心地区などにおいて、既存の熱供給基盤を活用しながら、コージェネレーションを導入した熱と電力の

自立分散型エネルギー供給拠点及びネットワークが構築されています。また、大規模で高効率なコージェ
ネレーションで発電される低炭素電力の供給及び排熱と再生可能エネルギーを活用した熱供給を行い、系
統電力負荷の低減、地域全体の低炭素化、さらに災害時などでも都市機能を維持できる仕組みが構築され
ています。

●  都心地区や地下鉄駅周辺地区などにおいて、住民と企業、札幌市が共同でスマートコミュニティ 28 を構

築し、地域単位でのエネルギーマネジメントシステム 29 の導入や電力と熱の需要と供給を適切にコント

ロールするデマンドレスポンス 30 などが実践されています。

（2）　エネルギーネットワーク及びマネジメントの構築・拡大

ＢＥＭＳ
Ｃ Ｇ Ｓ

Ｃ Ｇ Ｓ

まちづくりの目指す姿のイメージ

エネルギーポテンシャルと次世代技術の融合による、
北海道とともに発展するまちづくり

3.1　「まちづくり」の目指す姿
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　「ライフスタイル」は、以下の将来像を目指していきます。

● 札幌を取り巻く豊かな自然環境の恩恵を享受するとともに、自然環境に対する知識や理解が深く、自発的
に環境に配慮した行動・生活を送っています。

● 家電の買い替え時は、機能と省エネルギー性能を総合的に判断して購入しています。
● 不要な照明を消すなどの身近な省エネ行動に加え、スマートメーター 31 と HEMS32 の組合せによる、見
える化 33、時間帯別の料金設定や家電制御による電力ピークカット 34 など、効率的・効果的な省エネの

取組が進められています。
● 家庭や学校でエネルギーや環境を自発的に学習し、学んだことを実践しています。
● 町内会やNPOなどの市民団体による環境活動やウォームシェア、クールシェア 35 などの取組に積極的

に参加しています。
● 事業者は、自ら環境方針を定め、環境負荷低減のための計画・体制・プロセスが構築されています。
● 家庭や事業者が節電した電力を事業者が買い取る「ネガワット取引 36」など省エネに対する多様なイン
センティブ 37 の導入が進んでいます。

（1）　省エネ意識の定着

● 新たに建てられる住宅は、札幌版次世代住宅基準 38 のスタンダードレベル以上の断熱性や気密性を備え

るなど、札幌市内における住宅の断熱性能が大きく改善しています。また、夏期は夜間の冷気、冬期は太
陽熱など、自然エネルギーの活用が進んでいます。

● 住宅における創エネ（太陽光発電、燃料電池、コジェネ）、省エネ（高効率給湯暖房機器、LED照明、
HEMS、見える化）、蓄エネ 39（蓄電池）の設備が標準的に設置されています。

● 札幌版次世代住宅、自然エネルギーの活用、創エネ・省エネ・蓄エネにより、年間の消費エネルギー量の

トータルがゼロになる「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス 40」が標準になっています。
● ビルなどの建物へのBEMS41 導入や工場などのスマート 42 化が図られ、電力量の見える化、機器の最適

制御、ピークカットなどによる徹底したスマートな省エネが実践されています。

（2）　エネルギーの高効率化が図られた建物・住まいの選択

新たな価値観を原動力とした、スマートな省エネスタイルの定着

3.2　「ライフスタイル」の目指す姿

環境に配慮した行動 スマートな省エネ

環境やエネルギーの自発的な学習

ウォームシェア
などへの参加
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 31【スマートメーター】通信機能を備えた電力メーター。電力会社と需要者の間をつないで電力使用量などのデータをやり取りした
り、需要先の家電製品などと接続してそれを制御したりすることができる。

 32【HEMS】Home Energy Management Systemの略。情報通信技術を活用した家庭内のエネルギー管理システム。
 33【見える化】企業や家庭で消費している電力量などを計測し、その結果をパソコンなどに分かりやすく表示すること。
 34【ピークカット】電力需給ひっ迫時に電気利用の抑制を図る対策。
 35【ウォームシェア、クールシェア】一人ひとりが冷暖房や照明を使うのでなく、家族や仲間、近所同士が一つの部屋や施設に集まる

ことでエネルギーを節約する取組。
 36【ネガワット取引】電力の消費者が節電や自家発電によって消費量を減らした分を、発電したものとみなして電力会社が買い取った

り、市場で取引したりすること。
 37【インセンティブ】人の意欲を引き出すために、外部から与える刺激、動機づけ、誘因。
 38【札幌版次世代住宅基準】積雪寒冷地である地域特性に応じて、札幌市が独自に定めた高断熱・高気密住宅の基準。
 39【蓄エネ】蓄エネルギーの略。エネルギーを貯めておき、必要な時に取り出して利用するという考え方。
 40【ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス】建物の一次エネルギー消費量が年間で正味で概ねゼロとなる建物。
 41【BEMS】Building Energy Management Systemの略。情報通信技術を活用したビル内のエネルギー管理システム。
 42【スマート化】情報通信技術を活用し、様々な機器の運転状況やエネルギー消費状況を見える化するとともに、最適な運転制御によ

り、エネルギーの効率的利用を可能にすること。

人と技術が集積する札幌の強みを生かした、環境負荷低減と経済発展の両立

　「産業」は、以下の将来像を目指していきます。

● 経済活動を維持・向上させながら、継続的な省エネルギーに取り組んでいます。
● 市民出資による大規模太陽光発電など、地域の様々な主体によるエネルギー関連事業が展開され、持続可
能なエネルギービジネスが確立しています。

● 北海道内の豊富な再生可能エネルギーや木質バイオマス、廃棄物のエネルギーの広域的な利用により、札
幌と北海道経済がともに好循環する仕組が構築されています。

（1）　札幌と北海道経済が好循環する仕組の構築

● 雪冷熱、建物排熱、地中熱、積雪寒冷地型太陽光パネルなど、地域特性を生かした独自のエネルギー機器

の研究開発や製造を行う企業が集積し、新たな価値を創造する産業が地域に根づいています。
● 大学などの研究機関と企業、行政が連携した技術・製品開発が行われ、実用化した技術・製品は、国内外
で環境負荷低減に貢献しています。

● 札幌の冷涼な気候と自然エネルギー利用技術をマッチングさせた環境配慮型データセンターなどのエネル
ギー関連企業の誘致・集積が進んでいます。

（2）　新たな価値を創造する札幌型環境産業の創出

3.3　「産業」の目指す姿

人

モノ

技術

雇用

資金
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　本ビジョンでは、「熱利用エネルギー」と「電力」の目標値を設定します。

　熱利用エネルギーについては、消費量を年平均1％以上削減することを目指し、平成34年度までに平

成22年度比で15％削減を目標とします。

　電力については、平成22年度の札幌市内電源内訳における原子力発電相当分の50％を、平成34年度

までに省エネルギー、再生可能エネルギー、分散電源で転換することを目指し、電力消費量、再生可能エネ

ルギー発電量及び分散電源発電量の目標値を掲げます。原子力発電相当分の50％には、札幌市外から供給

される再生可能エネルギー発電量も見込みます（図4-1）。

　なお、目指す姿の設定年度である平成42年度の値も参考として示します。

図4-1　熱利用エネルギーと電力の目標設定の考え方

熱利用エネルギー目標（平成 34年度）
年平均 1％以上の削減　⇒　15％削減（平成 22年度比）

電力目標（平成 34年度）
平成 22年度の原子力発電相当分の 50％を省エネ、再エネ、分散電源で転換

（再エネは、市外からの供給を含む）

第4章 数値目標

札幌市外から供給
される再エネ電力
量6.4億kWhも見
込む

再エネ発電量
6.0億kWh

分散電源発電量
4.0億kWh

電力消費量
10％（9.4億kWh）減

目標値設定
（詳細は４．２参照）

平成３４年度
電源内訳

大規模電源

再エネ（市外）

再エネ（市内）
分散電源

省エネ

原子力相当分の
５０％転換
原子力相当分の
５０％転換

平成２２年度
電源内訳

水力
14.3
（14％）

火力
36.8
（39％）

原子力
41.1
（43％）

再エネ（市外）1.8
再エネ（市内）1.5
分散電源1.7
億ｋＷｈ

電
力
消
費
量

〈電力〉

ＴＪ（テラジュール）＝１×１０１２Ｊ
平成３４年度

２２，８００

２６，８００

４９，６００ＴＪ１５％削減

平成２２年度

２４，５１５
業務・産業

３４，０８２
家庭

５８，５９７ＴＪＴＪ

熱
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

〈熱利用エネルギー〉
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　熱利用エネルギーは、消費量を平成34年度に平成22年度比15％削減することを目指します（表

4-1、図4-2）。

　家庭では、住宅の断熱性能向上、給湯・暖房機器の高効率化、省エネ行動による削減を進めます。民生業

務・産業部門は、省エネ診断の活用、環境マネジメントシステム（EMS）による目標管理、空調設備の運

用改善・高効率化、BEMS導入などによる削減を進めます（表4-2）。

図4-2　熱利用エネルギーの削減イメージ

4.1　熱利用エネルギーの数値目標

平成22年度
基準値

平成34年度
目標値

平成42年度
参考値

熱利用エネルギー消費量 58,597TJ 49,600TJ 43,100TJ
平成22年度比 － 15％減 26％減

平成34年度 平成42年度
取組実施前の将来予測消費量（A） 60,200TJ 59,500TJ

取組項目 平成34年度 平成42年度

家
庭

① 住宅断熱性能の向上
（ 新築時札幌版次世代住宅ベーシック以
上の性能確保、断熱改修実施）

削減量 3,300TJ 5,500TJ

普及割合 全住宅の約10％が次世代
住宅ベーシックレベル相当

全住宅の約27％が次世代
住宅ベーシックレベル相当

② 高効率給湯・暖房機器の導入 削減量 5,100TJ 7,200TJ

導入割合 全世帯の約80％が高効率給
湯機器設置

全世帯の約90％が高効率給
湯機器設置

③ 家庭の省エネ行動
（暖房温度を1℃下げるなど）

削減量 800TJ 1,300TJ

実施割合 全世帯の30％が実施 全世帯の50％が実施

民
生
業
務

産
業

④ 事業者による省エネ
（ 省エネ診断、EMS、空調設備運用改
善、BEMS導入など）

削減量 1,400TJ 2,400TJ

実施割合 事業者の50％が12年間で
年平均1％削減を達成

事業者の50％が20年間で
年平均1％削減を達成

削減量合計（B） 10,600TJ 16,400TJ

平成34年度 平成42年度
取組実施後の熱利用エネルギー消費量（A）－（B） 49,600TJ 43,100TJ

表4-1　熱エネルギーの削減目標

表4-2　熱利用エネルギー消費量算出方法と削減内訳

TJ（テラジュール）＝1×1012J

②平成22年度の高効率給湯機器導入割合は約2％
将来予測消費量及び削減量の算出方法は資料編参照

平成42年度
参考値

２１，６００

２１，５００

４３，１００

２６％減

平成34年度
目標値

２２，８００

２６，８００

４９，６００４９，６００
１５％減

平成22年度
基準値

業務・産業
２４，５１５

家庭
３４，０８２

５８，５９７TJ

熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
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図4-3　電力消費量の削減イメージ

　電力は、消費量を平成34年度に平成22年度比10％削減することを目指します（表4-3、図4-3）。

　家庭では LED照明、省エネ型冷蔵庫への交換、ソフト的取組などを進めます。

　民生業務・産業部門は、省エネ診断の活用、環境マネジメントシステム（EMS）による目標管理、空調

設備の運用改善・高効率化、BEMS導入などによる削減を進めます（表4-4）。

（1）　電力消費量（省エネ）

4.2　電力の数値目標

平成22年度
基準値

平成34年度
目標値

平成42年度
参考値

電力消費量 95.5 億 kWh 86.1 億 kWh 80.4 億 kWh
平成22年度比 － 10％（9.4 億 kWh）減 16％（15.1 億 kWh）減

平成34年度 平成42年度
取組実施前の将来予測消費量（A） 95.0 億 kW 94.8 億 kWh

取組項目 平成34年度 平成42年度

家
庭

①従来型照明（白熱電球など）から
　LED照明への交換

削減量 1.0億 kWh 1.2 億 kWh

実施割合 全世帯の90％が交換 全世帯の100％が交換

② 従来型冷蔵庫から省エネ型冷蔵庫
への交換

削減量 1.3億 kWh 1.7 億 kWh

実施割合 全世帯の50％が交換 全世帯の70％が交換

③家庭のソフト的取組
（こまめな消灯、省エネモード選択）

削減量 2.2 億 kWh 3.2 億 kWh
実施割合 全世帯の40％が実施 全世帯の60％が実施

④住宅断熱性能の向上
（新築時札幌版次世代住宅ベーシック以
上の性能確保、断熱改修実施）

削減量 1.0 億 kWh 2.6 億 kWh

導入割合 全住宅の約10％が次世代住
宅ベーシックレベル相当

全住宅の約27％が次世代住
宅ベーシックレベル相当

民
生
業
務

産
業

⑤事業者による節電
（省エネ診断、EMS、空調設備運用改善、
BEMS導入など）

削減量 3.4 億 kWh 5.7 億 kWh

達成割合 事業者の50％が12年間で
年平均1％削減を達成

事業者の50％が20年間で
年平均1％削減を達成

削減量合計（B） 8.9 億 kWh 14.4 億 kWh

平成34年度 平成42年度
取組実施後の電力消費量（A）－（B） 86.1 億 kWh 80.4 億 kWh
将来予測消費量及び削減量の算出方法は資料編参照

表4-3　電力の削減目標

表4-4　電力消費量算出方法と削減内訳

平成42年度
参考値

１６％減

平成34年度
目標値

１０％減

平成22年度
基準値

業務・産業
５８．５

家庭
３７．０

９５．５
億 kWh

５２．７

２７．７

８０．４

５４．７

３１．４

８６．１

電
力
消
費
量

100

80

60

40

20

0
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図4-4　再生可能エネルギーの導入イメージ

　再生可能エネルギー発電量は、主に太陽光発電の導入拡大により、平成34年度に発電量6億 kWh（平

成22年度比4倍）を目指します（表4-5、表4-6、図4-4）。

（2）　再生可能エネルギー発電量

平成22年度
基準値

平成34年度
目標値

平成42年度
参考値

再生可能エネルギー発電量 1.5 億 kWh 6.0 億 kWh 11.1 億 kWh
平成22年度比 － 4.0 倍 7.4 倍

平成22年度 平成34年度 平成42年度

①太陽光発電
（下表参照）

発電量 0.1 億 kWh 4.4 億 kWh 6.5 億 kWh

容量 0.9 万 kW 41.9 万 kW 61.9 万 kW

②小水力発電
（水道施設などへの導入）

発電量 0.03億 kWh 0.07億 kWh 0.1 億 kWh

容量 0.04万 kW 0.10万 kW 0.16万 kW

③廃棄物等発電
（清掃工場発電効率向上
など）

発電量 1.4 億 kWh 1.5 億 kWh 1.7 億 kWh

容量 4.0 万 kW 4.0 万 kW 4.6 万 kW

④地熱発電 発電量 － － 2.8 億 kWh

容量 － － 4万 kW

合計 発電量 1.5 億 kWh 6.0 億 kWh 11.1 億 kWh

容量 4.9 万 kW 46.0 万 kW 70.1 万 kW

①太陽光発電導入容量の内訳
平成22年度 平成34年度 平成42年度

戸建住宅 0.7 万 kW
（31.5 万棟の0.6％）

32.5 万 kW
（31.6 万棟の25％）

45.5 万 kW
（31.2 万棟の35％）

集合住宅
事務所ビル等

0.1 万 kW
（9.9 万棟の0.1％未満）

6.6 万 kW
（10.2 万棟の5％）

11.8 万 kW
（10.1 万棟の9％）

市有施設 0.1 万 kW 0.6 万 kW 0.8 万 kW

未利用地 － 2.2 万 kW 3.8 万 kw

合計 0.9 万 kW 41.9 万 kW 61.9 万 kW

表4-5　再生可能エネルギー発電量の目標

表4-6　再生可能エネルギー導入目標の内訳

平成42年度
参考値

７．４倍

平成34年度
目標値

平成22年度
基準値

億 kWh

水力

太陽光

廃棄物

地熱

６．５

１．７

２．８

１１．１

０．０７

４．４

１．５４．０倍

０．０３
０．１

１．４
１．５

６．０発
電
量

12

10

8

6

4

2

0
０．１
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平成42年度
参考値

３．６倍

平成34年度
目標値

平成22年度
基準値

億 kWh

事業用
コジェネ

家庭用
コジェネ

１．７ ４．３

１．９

６．２

３．０

０．９２．３倍

０．０１

１．７

４．０
発
電
量

6

5

4

3

2

1

0

　分散電源発電量は、コジェネと燃料電池の導入拡大により、平成34年度に4億 kWh（平成22年度比

2.3 倍）を目指します（表4-7、表4-8、図4-5）。

（3）　分散電源発電量

平成22年度
基準値

平成34年度
目標値

平成42年度
参考値

分散電源発電量 1.7 億 kWh 4.0 億 kWh 6.2 億 kWh
平成22年度比 － 2.3 倍 3.6 倍

平成22年度 平成34年度 平成42年度

①事業用コジェネ 発電量 1.7 億 kWh 3.0 億 kWh 4.3 億 kWh

容量 27,745kW 49,700kW 70,000kW

②家庭用コジェネ
（燃料電池、ガスエンジ
ン）

発電量 0.01億 kWh 1.0 億 kWh 1.9 億 kWh

台数 552台 30,000台
戸建住宅の10％

60,000台
戸建住宅の20％

合計 発電量 1.71億 kWh 4.0 億 kWh 6.2 億 kWh
発電量の算出方法は資料編参照

表4-7　分散電源の目標

表4-8　分散電源の導入目標の内訳

図4-5　分散電源の導入イメージ

　本ビジョンのエネルギー消費量は、消費者が消費する二次エネルギーで表示していることから、熱エ

ネルギーの削減分には、分散電源の排熱利用によるエネルギー削減量は含まれていません。そこで、コ

ジェネの省エネ効果を把握するため、エネルギー消費量を一次エネルギーで表示し、平成34年度の

分散電源による排熱を全て有効利用した場合の投入エネルギー（一次エネルギー）の削減量を計算する

と、平成22年度比の削減量は1,210TJ

になります。

　同様に本ビジョンで示す省エネ、再生可能

エネルギーの導入による一次エネルギー削減

量を計算すると、平成34年度の一次エネ

ルギー消費量は128,045TJになり、これ

は22年度比で約16％の削減になります。

参考4：本ビジョンの目標達成による一次エネルギー削減量

省エネ、再エネ、分散電源導入による一次エネルギー消費量の削減

電力 熱 合計 備考
平成22年度 93,221TJ 58,597TJ 151,818TJ ①

削
減
量

省エネ 9,174TJ 8,997TJ 18,171TJ
②再エネ 4,392TJ 4,392TJ

分散電源 1,210TJ 1,210TJ
平成34年度 128,045TJ ③（＝①－②）
電力は1kWh＝9.76MJ換算
再エネによる削減量＝22年度比増加量4.5 億 kWh×976TJ/ 億 kWh
分散電源導入による削減量＝22年度比増加量2.3 億 kWh×526TJ/ 億 kWh※
※分散電源は、1億 kWhあたり526TJ削減（参考3参照）
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　省エネルギーの推進、再生可能エネルギー及び分散電源の導入による、平成34年度及び平成42年度

の電源内訳を示します。

　平成22年度の電源内訳をベースに、4.2 で設定した省エネ削減量、再エネ・分散電源の発電量を転換

量として積み上げます。さらに市外の再生可能エネルギーによる発電から札幌市内に供給される発電量を見

込んで電源内訳を計算すると（資料編3.5 参照）、平成34年度のエネルギー転換量は20.8 億 kWhにな

ります。この転換量は平成22年度原子力発電量の約50％に相当します。同様に平成42年度の転換量は

41.2億 kWhになり、この転換量は平成22年度原子力発電の約100％に相当します（表4-9、図4-6）。

4.3　エネルギー転換による将来の電源内訳

図4-6　札幌市内の将来電力消費量の電源内訳

※ 再エネ（市外）は、札幌市外の再エネ発電量の約26％（全道発電量に対する札幌市内への供給割合）が札幌市内に
供給されるとして積上げ。札幌市外の再エネ発電量は、北海道の新エネルギー導入計画、北電受入可能量及び FIT 設
備認定状況などを参考に設定（資料編3.5 参照）。
　平成42年度の再エネ（市外）については、風力による発電が道内で消費できる送電網などの整備が必要。
　札幌市外の再エネ普及に関わる札幌市の施策は、5.2（1）の広域的なエネルギーの活用を参照。

平成22年度 平成34年度 平成42年度 備考
省エネ － 9.4 15.1 表 4-3 参照
分散電源 1.7 4.0 6.2 表 4-7 参照
市内再エネ 1.5 6.0 11.1 表 4-5 参照
市外再エネ 1.8 6.4 13.8 資料編参照
原子力 41.1

71.4 51.0
平成34、42年度の
大規模電源の内訳は
設定しない

火力 36.8
水力 14.3
合計 97.2 97.2 97.2

表4-9　札幌市の将来の電源内訳（単位：億 kWh）

大
規
模
電
源（
水
力
を
含
む
）の

電
源
内
訳
は
設
定
し
な
い

電
力
量

再エネ（市外）※

再エネ（市内）
（表４‐５）

分散電源
（表４‐７）

省エネ
（表４‐３）

札幌市内転換分

平成４２年度
参考値

51.0

13.8

11.1

6.2

15.1

22年度原発相当分の
約100％転換

41.2 億 kWh

平成３４年度
目標値

71.4

6.4

6.0
4.0

9.4

22年度原発相当分の
約50％転換

20.8 億 kWh

平成２２年度
基準値

1.8 1.5
1.7

95.5 億 kWh
97.2 億 kWh

億ｋＷｈ
１００

５０

０

原子力
41.1
（43％）

火力
36.8
（39％）

水力
14.3
（15％）



29

第
1
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

第
5
章

第
6
章

第
7
章

資
料
編

ご家庭のコンセント
停電時は使用不可

屋内分電盤

電力量計

停電時は
電気は流れない

太陽光発電パネル

パワーコンディショナ

停電時も使用可能

電気の流れ

停電発生

　家庭に設置している太陽光発電は、災害等で商用電源が停電になった際、設備が破損していなけれ

ば、自ら発電した電気だけで稼働する「自立運転」が可能であり、小さな「非常用電源」として活用で

きます。

　自立運転に切り替えることで、日中、太陽光発電が可能な状態であれば、携帯電話やテレビ、ラジオ

などが使用でき、的確な情報収集ができます。

　また、太陽光発電が設置されている札幌市内小中学校などにおいても、自立運転に切り替えること

で、日中、太陽光発電が稼働している状態であれば、体育館の非常用コンセントが利用可能になります。

参考5：太陽光発電の防災面の役割
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　目標の達成に向けては、市民、事業者、札幌市の各主体が連携・協力しながら取組を進めていく必要があ

ります。また、各主体の取組をサポートするNPOや町内会などの団体、次世代技術の開発や人材を育成す

る教育・研究機関との連携も重要です。

　札幌市では、省エネルギーの推進、再生可能エネルギー及び分散電源の導入拡大を目指し、3つの施策

の柱と6つの重点取組を展開します。取組の実施においては、「市民力を結集」「札幌の強みを発揮」「防

災・減災力の強化」の視点を持ち、各主体の行動を次ページ以降に示します。

第5章 目標達成に向けた取組

図5-1　目標の達成に向けた取組の展開イメージ

取組の主体と役割

教育研究
機関
人材育成

市民

施策の体系

取組の視点

施策の柱 1 ［省エネ］：スマートな省エネルギーの実践

数値目標 

重点取組１：省エネ型ライフスタイルの定着

熱
１５％削減

電力
１０％削減

再エネ発電量

１．５億ｋＷｈ
↓

６．０億ｋＷｈ

分散電源発電量

１．７億ｋＷｈ
↓

４．０億ｋＷｈ

重点取組２：建物・住まいの省エネ化の推進

施策の柱２ ［再エネ］：再生可能エネルギーの最大限活用
重点取組３：太陽光発電を中心とした再エネの導入拡大

重点取組４：札幌型環境産業の創出と技術開発

施策の柱3 ［分散電源］：分散型エネルギー供給拠点の創出
重点取組５：コジェネ・燃料電池・蓄電池の導入拡大

重点取組６：エネルギーネットワークの構築

市民力を結集 札幌の強みを発揮 防災・減災力の強化

連携
協力

自発的な行動

NPO
町内会
サポート

札幌市
取組支援
率先導入

事業者
自発的な行動
技術・研究開発
普及促進
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行動 短期 長期
省エネ意識の醸成（教育、
キャンペーン）

環境教育、キャンペーン、
環境プラザを活用した学習の推進

効果的な省エネ技術の情報
提供、省エネ診断の実施

相談窓口、無料省エネ診断による
改善提案

省エネ機器の導入支援 市民・事業者への導入補助

省エネ技術の率先導入・成
果の発信

（1）　重点取組 1：省エネ型ライフスタイルの定着

5.1　スマートな省エネルギーの実践

●取組方針
　札幌市のエネルギー消費の約6割は家庭やオフィスなどにおける消費であり、省
エネの推進には市民一人ひとりの行動の積み重ねが不可欠です。市民が自らのライ
フスタイルを見直し、見える化機器などのツールや省エネ診断などを活用しながら、
無理のない省エネライフスタイル・ワークスタイルが定着することを目指します。

市民力を結集 札幌の強みを発揮 防災・減災力の強化
　札幌市では、平成24～25年度の節電要請に対し、市民の力を結集して、大きな混乱なく乗り切るこ
とができました。目指す姿の実現に向け、省エネの市民力を醸成し、大きなうねりとなる取組を進めます。

●札幌市の行動

　
■　省エネ意識の醸成（教育、キャンペーン）
　・ 学校での環境・エネルギー教育や出前講座、キャンペーンなどにより、子どもから大人までの省エネ

意識の醸成を図ります。
■　効果的な省エネ技術の情報提供、省エネ診断の実施
　・ 家庭や企業における効果的な省エネ技術の情報提供や市民・事業者に対する省エネ診断の実施によ

り、市民や事業者による省エネの取組を後押しします。
■　省エネ機器の導入支援
　・ LED照明、省エネ型冷蔵庫、見える化機器、高効率給湯・暖房機器など省エネに効果的な機器の導

入について、家庭の状況に適した選択ができる情報を提供し、導入を支援します。
■　省エネ技術の率先導入・成果の発信
　・ 市有施設へ LED照明などの省エネ機器を率先的に導入するとともに、運用改善などの省エネの取組

成果を広く発信し、技術の普及拡大に努めます。
　・ 市有施設のエネルギー量を総括的に把握し、市有施設全体で毎年平均1％以上のエネルギー消費量

の削減に努めます。

省エネ意識の醸成、取組支援を行い、率先的な行動を発信します

省エネ意識醸成のさらなる推進、
支援方法の改善・見直し

継続的な率先導入

年平均1％以上削減の継続
導入効果検証、省エネ成果の発信

ロードマップ

●重要な視点
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節電ポイント 節電方法 節電量（年間） 節約金額（年間）

照明
LED電球に取り換える 54Wの白熱電球から9Wの LED電球に交換する 90.3kWh 約 2,288円

点灯時間を短く 1日1時間点灯時間を短くする
（白熱電球54Wの場合） 19.7kWh 約 499円

冷蔵庫
詰め込みすぎない 半分程度余裕をもたせる

（詰め込んだ場合との比較） 43.8kWh 約 1,110円

設定温度は適切に 設定温度を『強』から『中』に変更する（周囲温度22
度の場合） 61.7kWh 約 1,563円

テレビ 見ない時は消す 1日1時間見る時間を短くする（液晶32インチの場
合） 16.8kWh 約 426円

電気カーペット 設定温度は低めに 設定温度を「強」から「中」に変更する（3畳用1日5
時間使用の場合） 89.9kWh 約 2,278円

温水洗浄便座 使わない時フタを閉める フタ閉めた場合と開けっぱなしの場合との比較（貯湯式） 34.9kWh 約 884円

 43【省エネラベル】家電製品が省エネ基準をどのくらい達成しているかを示すラベル。

●市民の行動

　
■　無理のない効果的な省エネの実践
　・ 家庭における電力や暖房などのエネルギー消費量を把握し、不要な照明を消したり、暖房を弱めたり

するなど無理のない効果的な省エネを実践します。
■　省エネ性能が高い電化製品の購入
　・ 電化製品の購入時には、省エネラベル 43 を確認し、できる限り省エネ性能の優れた電化製品を購入

するよう心がけます。
■　スマートな省エネの取組
　・ 見える化機器やHEMS導入、省エネ診断の活用などスマートな省エネに取り組みます。
■　クールシェア、ウォームシェア
　・ 家庭、町内会、地域単位など様々な繋がりでの環境活動やクールシェア、ウォームシェアなどの取組
にできる限り参加します。

●事業者の行動

　
■　継続的なエネルギーの削減
　・ 事務所内の執務環境や工場における製造工程について、高い環境意識による目標を設定し、継続的な

エネルギーの削減に取り組んでいきます。
■　BEMSなどの省エネシステム導入
　・BEMSなどのスマートな省エネルギーシステムの導入を進めます。
■　省エネ技術の普及拡大
　・企業における省エネの取組効果を内外に発信し、省エネ技術の普及拡大に貢献します。
■　省エネ技術の開発、普及
　・エネルギー事業者においては、寒冷地に適した省エネ技術の開発、普及に努めます。

無理のないスマート型省エネを実践します

高い環境意識を持ち、エネルギー消費の継続的な改善に努めます

　家庭における節電は、いつでもだれでも実行が可能で、一人ひとりの行動の積み重ねが大きな力とな

ります。まずはできるところから始めてみましょう。

参考6：家庭における節電のポイントと効果

〈資料〉家庭の省エネ大辞典2012年版（省エネルギーセンター）など
節約金額は北海道電力の料金単価（従量電灯B　25.34円）を用いて札幌市が独自に試算
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 44【CASBEE札幌】環境に配慮した建築物の普及・促進を図ることを目的として、一定規模以上の建築物の新築、増改築等を行う建
築主等が、自らの建築物に係る環境に配慮した事項について評価を行い、その結果を本市に提出することを義務付けた制度。

（2）　重点取組 2：建物・住まいの省エネ化の推進

●取組方針
　札幌市の暖房エネルギー消費量は本州の都市と比べて約5倍にもなりま
す。家庭でのエネルギー消費量を削減するためには、断熱・気密性の高い居
住空間の確保と給湯暖房機器の高効率化が必要不可欠です。
　住宅については、札幌市独自の断熱や気密性能を定めた「札幌版次世代住
宅基準」の運用を平成24年度から開始しており、給湯暖房機器について
も、各メーカーから高効率な機種が開発・販売されています。
　札幌市では、今後も札幌版次世代住宅及び高効率給湯・暖房設備の普及による建物・すまいの省エネ化を
推進し、将来的には年間のエネルギー消費量がトータルでゼロになる「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」
を目指します。

市民力を結集 札幌の強みを発揮 防災・減災力の強化
　積雪寒冷地である札幌市は、長年蓄積された優れた断熱技術のノウハウをすでに有しています。また、
給湯・暖房機器についても寒冷地対応の高効率給湯・暖房機器の開発が進んでいます。これらを「札幌の
強み」として効果的に発揮できる普及啓発と仕組みづくりを進めます。

●札幌市の行動

　
■　札幌版次世代住宅の普及啓発・導入支援
　・ 札幌版次世代住宅については、認定制度やラベルの交付のほか、モデル住宅の公開展示などの取組を

通じて普及啓発を進めます。また、市民が札幌版次世代住宅基準に適合する戸建て住宅を新築する場
合の支援を引き続き進めます。

■　既設住宅の省エネ改修の支援
　・ 既設住宅の断熱性能を向上する省エネ改修工事について支援します。
■　市有施設の断熱性確保
　・ 市有施設を建築する際には、施設の内容に応じた必要な断熱性を確保し、市民にその内容を適宜、情

報提供します。
■　高効率給湯・暖房設備の導入支援
　・ 高効率給湯・暖房設備の情報を提供し、市民や事業者の導入を支援します。
■　高効率給湯・暖房設備の率先導入
　・ 市有施設へ高効率給湯・暖房設備を率先導入し、省エネ成果を市民へ発信します。
■　CASBEE札幌 44による省エネ性能の優れた建築物の誘導
　・ 大規模建築物の環境配慮を評価するCASBEE札幌の運用を通じて、建築物の省エネ性能向上を誘導
します。

札幌版次世代住宅及び高効率給湯・暖房機器の普及を促進します

●重要な視点
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行動 短期 長期
札幌版次世代住宅の普及啓
発・導入支援

認定制度、ラベルによる啓発
市民・事業者の導入補助

既設住宅の省エネ改修の支
援 省エネ改修補助

市有施設の断熱性確保 新築・改修時の断熱性確保 さらなる断熱性向上

高効率給湯・暖房設備の導
入支援 市民・事業者の導入補助 支援方法の改善などによる

効果的な導入促進

高効率給湯・暖房設備の率
先導入

支援方法の改善、普及啓発の充実
などによる効果的な普及促進

継続的な率先導入

省エネ成果の発信
導入効果の検証

ロードマップ

●市民の行動

　

■　高い断熱性と気密性が備わった住宅の建築
　・ 住宅新築時は、札幌版次世代住宅ベーシックレベル以上（第6章参照）の断熱性能の確保を目指し

ます。
■　既存住宅の断熱性能向上
　・既存住宅の改修にあたっては、断熱性能の向上にも積極的に取り組みます。
■　高効率給湯・暖房設備の選択
　・給湯暖房機器は、できる限り高効率な機種を選択します。

●事業者の行動

　
■　事業所の断熱性能向上
　・事業所の新築や改築時には断熱性を留意した建築を行います。
■　高断熱・高気密性能の情報提供
　・建築関係事業者は、気密・断熱性能についての情報提供、建築主への提案に努めます。
■　高効率給湯・暖房設備の研究・普及促進
　・積雪寒冷地に適した高効率給湯・暖房設備の研究・普及促進に努めます。

より高断熱で高気密な住宅の選択と既存住宅の断熱性能の向上、高効率給湯・暖房機器
の導入に努めます

断熱性能の向上と高効率給湯・暖房設備の機種選択を実践します
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（1）　重点取組 3：太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの導入拡大

5.2　再生可能エネルギーの最大限活用

●取組方針
　札幌市にとって太陽光発電は、最も普及拡大が期待できる再生可能エネ
ルギーです。
　戸建住宅の屋根があれば設置可能であり、他の再生可能エネルギーに比
べ設置の検討から完成までの期間も短く、市民に親しみやすいエネルギー
です。
　札幌市では、太陽光発電の普及を最重要プロジェクトと位置付け、今後4年程度、様々な手段により最大
限の普及拡大を推進し、その後も積極的な導入を図ります。
　また、水道や下水道施設などにおける小水力発電や清掃工場の熱を利用した発電を進め、札幌市内の再生
可能エネルギー発電量を4倍に拡大します。

●重要な視点
市民力を結集 札幌の強みを発揮 防災・減災力の強化

札幌の強みを発揮  
　札幌市内には、約30万戸の戸建住宅や市街地を取り囲む広大な未利用地があり、それらは太陽光発電
の設置場所として大きな可能性があります。また、大都市ならではのエネルギー源としての清掃工場の排
熱や札幌近郊における風力・バイオマス、積雪寒冷地特有の雪冷熱の活用も期待できます。これら札幌の
強みを最大限発揮できる取組を進めます。
防災・減災力の強化  
　東日本大震災においては、電力会社からの電力供給以外の電源確保の重要性が広く認識されました。太
陽光発電は電力会社からの供給が停止してもシステムが稼働して日差しがあれば日常生活に必要な電力を
確保できます。札幌市では防災・減災の観点からも太陽光発電の普及拡大に努めます。

●札幌市の行動

　

■　再生可能エネルギーの導入支援・情報提供
　・太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーを導入しようとする市民や事業者の導入を支援します。
■　相談窓口設置、マッチング事業の推進
　・再生可能エネルギーに係わる費用や技術情報等について、適切に情報提供する相談窓口を設置します。
　・屋根や土地所有者と太陽光発電設置業者を仲介するマッチング事業を推進します。
■　効果的な普及に向けた調査研究
　・ 太陽光発電の設置を促す義務的制度やインセンティブ制度、市民出資による設置について調査研究

し、施策に反映します。

市民、事業者の再生可能エネルギーの導入を支援します

市民が利用する市有施設の新築・改築の際には原則的に太陽光発電を設置し、その他の
再生可能エネルギーについてもさらなる有効活用を進めます
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行動 短期 長期

再生可能エネルギーの導入
支援 市民・事業者の導入補助 支援方法の改善などによる効果的

な導入促進

相談窓口設置、マッチング
事業の推進 相談窓口、マッチング開催 マッチングを含む多様な事業の推

進

効果的な普及に向けた調査
研究 普及推進手法の検討 新たな普及推進手法の実施

大規模太陽光発電の誘致 設置補助、市有地への誘致 市民出資活用などによる導入促進

市有施設への太陽光発電の
積極的な導入 継続的な率先導入

市有施設への多様な再生可
能エネルギー機器の導入

廃棄物のエネルギーとして
の有効活用 実証調査の実施 事業化、製造販売

広域的なエネルギーの活用 広域圏組合、石狩振興局との連携
国へのインフラ整備働きかけ

広域的な連携の拡大による積極的
な活用

継続的な率先導入
実証調査

導入効果の検証

導入効果の検証

ロードマップ

■　大規模太陽光発電の誘致
　・大規模太陽光発電をごみ埋立地などの未利用地や札幌市近郊に積極的に誘致します。
■　市有施設への太陽光発電の積極的な導入
　・ 市民が利用する市有施設の新築や改築時には原則的に太陽光発電を設置します。また既存施設につい

ても設置条件等を考慮したうえで積極的に導入します。
■　市有施設への多様な再生可能エネルギー機器の導入
　・ 小型風力、水道や下水道施設などを活用した小水力発電、木質バイオマスや雪冷熱などを活用した熱

利用を拡大します。
■　廃棄物のエネルギーとしての有効活用
　・廃棄物のエネルギーとしての活用を目指し、廃棄物の燃料化に向けた調査検討を実施します。
　・ 清掃工場の更新時にごみ焼却エネルギーをより効率的に回収するシステムを導入し、廃棄物発電や熱

利用を推進するため、調査・検討を行います。
■　広域的なエネルギーの活用
　・ 札幌市近郊の自治体と連携した太陽光発電のマッチングを実施します。
　・ 札幌市近郊における再生可能エネルギー導入の支援や市民・事業者の出資によるファンドの設立を支

援するともに、風力・地熱・太陽光発電、バイオマス熱利用などの広域的な活用について、道内連携
や自治体との協議を深め、方向性を検討します。

　・ 道内における風力・太陽光発電などの普及を推進するため、送電網強化などのインフラ整備を国など
へ働きかけていきます。
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●市民の行動

　

■　太陽光発電の積極的な導入
　・ 建物の新築や改築時には積極的に太陽光発電を導入します。
■　効果的な導入方法の検討
　・ 太陽光発電導入の支援制度や費用対効果、環境価値について情報収集し、効果的な方法での設置を検

討します。
■　地域単位での太陽光発電設置に対する協力
　・ 市民出資や地域コミュニティなどによる地域住民が主体となった太陽光発電設置の際には、市民とし

てできる限り協力を行います。
■　再生可能エネルギーの理解促進と利用検討
　・ 再生可能エネルギーによる発電や熱利用技術についての理解を深め、住宅の新築や改築、イベントな

ど様々な機会で再生可能エネルギーの利用を検討します。
■　木質ペレットやチップの利用
　・ 木質ペレットなどのバイオマス利用は、CO2削減に非常に効果的であることを理解し、できる限り

利用するよう心がけます。

エネルギーを創造する担い手として、できる限り太陽光発電などの再生可能エネルギー
を導入します

●事業者の行動

　
■　太陽光発電の積極的な導入
　・ 事務所や工場などの新築や改築時には積極的に太陽光発電を導入します。
■　地域特性を考慮した技術開発・情報提供
　・ 太陽光発電設置にかかわる事業者は、降雪の影響など札幌の地域特性を踏まえた太陽光発電の技術開

発を推進し、発電量や費用対効果について適切な情報提供に努めます。
■　大規模太陽光発電設置時は地域経済貢献を考慮
　・ 大規模太陽光発電を設置する際には、地域経済の貢献を考慮した事業計画とします。
■　社会貢献を視野に入れた再生可能エネルギーの導入
　・ 経済性だけでなく社会貢献の観点から、事務所や工場などに積極的に再生可能エネルギーを導入しま

す。
■　木質ペレットやチップの活用検討
　・ 木質バイオマスの利用は北海道の森林整備や地域振興、雇用の創出にもつながることを認識し、暖房

の燃料として木質ペレットやチップの活用を検討します。
■　地域特性を生かした技術開発
　・ 雪冷熱利用や地中熱ヒートポンプなど積雪寒冷地である地域特性を生かした技術開発やコストの削減

に努めます。
■　普及途上の熱利用技術の開発
　・ バイオマスやRDF、雪冷熱などの活用と技術開発を推進します。

積極的な再生可能エネルギーの導入を心がけ、エネルギー関連事業者は地域特性を踏ま
えた技術の開発に努めます
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　札幌市では、冬にパネルへの積雪による影響を少なくする対策（パネルに傾斜を持たせたり、雪に埋

もれない高さを確保する）を行うことで、東京などと同等の発電量が期待できます。

　戸建住宅に太陽光発電を設置した場合は、一般的に10数年で設置費用を回収できます。

参考7：太陽光発電の費用対効果

●モデルケース
発電容量：4kW
設置費用：200万円（1kWあたり50万円）
補助金：札幌市18万円
年間発電量：4,000kWh（65％売電、35％自家消費と想定）
売電価格：10年目まで1kWhあたり37円、11年目以降
1kWhあたり24円
自家消費による節約額：1kWhあたり24円

良好な条件下では
約15年で設置費用の回収が可能

11～15年目の
節約＋収入

1～10年目の
節約＋収入

節約＋売電収入
48万円

電力会社への売電収入
96.2 万円

自家消費節約
33.6 万円

補助金
18万円

太陽光発電設置費用
200万円支出

収入

設置費用、年間発電量は個々の設置条件により異なります。
補助金、売電価格は平成26年度の値です。
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を可能にした工場。
 46【スマートグリッド】電力の流れを供給側・需要側の両方から制御し、最適化できる送電網。

（2）　重点取組 4：札幌型環境産業の創出と技術開発

●取組方針
　札幌市は、190万人の人口を抱える都市であり、エネルギー業界において
も大きなマーケットであるといえます。これまで蓄積してきた省エネ関連技術
とIT技術の融合は、新たな機軸として日本だけでなく世界に発信していく可
能性を秘めています。企業はエネルギー転換の取組をビジネスチャンスとし
てとらえ、市民はそれを応援していく視点により、札幌市産業の成長をけん引
する重点分野として環境産業の振興と技術開発を推進します。

●重要な視点
市民力を結集 札幌の強みを発揮 防災・減災力の強化

　札幌には、蓄積された住宅断熱などの省エネ技術があり、また積雪の影響を低減する太陽光発電の技術
開発などが行われています。さらに札幌の周辺には大規模太陽光発電や風力、地熱、バイオマス利用など
の適地があり、それらのポテンシャルと大消費地である札幌の需要をマッチングさせた事業展開が期待で
きます。

●札幌市の行動

　
■　札幌発の技術開発を支援
　・ 高断熱・高気密住宅技術や未利用熱、雪氷冷熱などの研究開発や実用化を支援します。
　・ 太陽光、風力、バイオマス、地中熱などの再生可能エネルギー創出関連技術やそれらを蓄える技術の

研究開発・事業化に取り組む企業を支援します。
　・ 積雪寒冷地における再生可能エネルギーに関する技術を確立し、普及拡大を図るため、発電効率の検

証や蓄電池を組み合わせたシステムなどの実証実験を支援します。
　・ 大学などにおけるエネルギーに係わる研究の事業化を目指した取組を支援します。
■　関連システムや機器の導入促進による環境産業の振興
　・ 民生部門のエネルギーマネジメントや産業部門のスマートファクトリー 45 化に関連するシステム機

器について、それらのメンテナンスを含めた環境産業全体の振興を図ります。
■　環境産業の技術・研究開発に精通した企業の誘致
　・ 再生可能エネルギー・スマートグリッド 46 等の技術に関する研究開発や製造を行う企業の誘致を推
進し、企業集積を図ります。

■　バイオマスエネルギーの開発・製造促進
　・ 北海道が豊富に有する森林を生かした木質ペレットなどのバイオマスエネルギーの開発・製造の促進

を図ります。

札幌市産業の成長をけん引する環境産業の振興と技術開発を推進します
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行動 短期 長期

札幌発の技術開発・実証調
査を支援

新技術・新製品開発、実証調査の
補助 研究開発、製品化、事業化支援

関連システムや機器の導入
促進による環境産業の振興

EMS推進などによる関連システム
機器導入促進

効率的なエネルギー利用の促進に
伴う環境産業の振興

環境産業の技術・研究開発
に精通した企業の誘致

再生可能エネルギー関連設備
等の集積

再エネ関連企業の広域的な集
積の促進

バイオマスエネルギーの開
発・製造促進

消費拡大による開発・製造促進の
支援 技術開発・製造への支援

ロードマップ

●市民の行動

　
■　札幌発の技術や製品を選択
　・札幌発の省エネや再生可能エネルギー技術や製品を積極的に選択します。
■　ニーズの把握、課題抽出に協力
　・札幌地域における製品ニーズの把握や課題抽出に協力します。
■　環境産業技術の発展に協力
　・事業者や地域との連携を意識し、環境産業技術の発展を支援します。

札幌発の技術、製品を積極的に選定し、技術の発展に寄与します

●事業者の行動

■　地域特性を考慮した技術・製品開発
　・ エネルギー関連事業者は、積雪に対応した太陽光発電など地域特性を踏まえた技術・製品開発に努め

ます。
■　地産エネルギーの積極的活用
　・札幌市内及び近郊の太陽光、風力、地熱、バイオマスなどの再生可能エネルギーの活用を心がけます。
■　エネルギーの創出と経済性の両立
　・固定価格買取制度などを活用し、エネルギーの創出と経済性を両立したビジネスの参画を検討します。
■　人材の育成
　・札幌発の技術を継承する人材の育成に努めます。

地域特性をとらえたエネルギー技術の創出を目指します
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行動 短期 長期

分散電源の導入支援 市民・事業者の導入補助 支援方法の改善などによる効果的
な導入促進

技術開発・実証調査の支援 新技術・新製品開発、実証調査の
補助 研究開発、製品化、事業化支援

市有施設への分散電源の導
入 継続的な率先導入

再開発事業などに合わせた
分散電源の導入

再開発事業などへの分散電源導入
促進 普及促進策による導入拡大

（1）　重点取組 5：コジェネ・燃料電池・蓄電池の導入拡大

5.3　分散型エネルギー供給拠点の創出

●取組方針
　コージェネレーションや燃料電池は、電力と同時に熱を作り出すため、総合エ
ネルギー効率が約80％以上と高いエネルギーシステムです。家庭においては、
燃料電池などのコージェネレーションと蓄電池を組み合わせることで、電力の自
給率が向上するとともに非常時の電源確保やピークカットによる電力需要の平準
化に有効です。
　札幌市では、コージェネレーション、燃料電池、蓄電池の導入を進め、エネルギー効率と防災力の高いま
ちづくりを進めます。

●重要な視点
市民力を結集 札幌の強みを発揮 防災・減災力の強化

　コージェネレーションは、電力会社からの供給が停止してもシステムが無事であれば必要な電力を自ら
確保でき、天候や時間帯によらずに安定した電力供給が可能です。札幌市では防災・減災の観点からも
コージェネレーションの有用性を普及啓発し、導入の支援、率先導入に努めます。

●札幌市の行動

　
■　分散電源の導入支援
　・市民や事業者のコージェネレーション、燃料電池、蓄電池の導入を支援します。
　・ これまでの中小企業を対象とした支援に加え、大規模事業者も対象に加えた支援のあり方を検討します。
■　技術開発・実証調査の支援
　・積雪寒冷地向け技術の開発、実証調査を支援します。
■　市有施設への分散電源の導入
　・市有施設の規模や熱利用状況に応じてコージェネレーション、燃料電池を導入します。
　・ まちづくりセンターなど市民が利用する小規模施設に太陽光発電と蓄電池を導入し、非常電源の確保

と蓄電システムの普及啓発に努めます。
■　再開発などに合わせた分散電源の導入
　・再開発やビルの新築、建替え時などには、コージェネレーションの導入を促進します。

分散電源の普及啓発と、市民・事業者の導入支援を進めます

導入効果の検証

ロードマップ
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●市民の行動

　
■　燃料電池、コジェネの導入検討
　・ 住宅新築や暖房機器の更新時には燃料電池などの家庭用コジェネの導入を検討します。
■　支援制度の情報収集
　・ 機器導入時には国や札幌市による支援制度の情報収集に努めます。
■　蓄電池の導入検討
　・ 非常時の電源確保や電力ピークシフトの観点から蓄電池の導入を検討します。
■　家庭内エネルギーベストミックスの導入検討
　・ 太陽光発電、燃料電池、蓄電池を組み合わせた家庭内エネルギーベストミックスの導入を検討します。
■　電気自動車の蓄電池活用を検討
　・ 電気自動車の蓄電池としての活用を検討します。

燃料電池、蓄電池の機能を発揮したホームエネルギーシステムの構築を目指します

●事業者の行動

■　分散電源の積極的な導入
　・ 事務所や工場の新築、設備更新、再開発事業などの実施時には、積極的にコージェネレーションを導

入します。
■　分散電源の普及拡大
　・ コージェネレーション、燃料電池、蓄電池の製造・販売関連業者は、費用対効果や環境性について分

かりやすい情報提供とコスト低減に努めます。
■　非常時の事業継続を考慮した導入検討
　・ 非常時の事業継続に必要な電源確保としてコージェネレーション、蓄電池の導入を検討します。

建物の新築・設備更新、再開発事業などにあわせて、分散電源を積極的に導入します

　事業用コージェネレーションは平成34年度に容量約5万 kWの導入を目指しており、過去のトレ

ンドを直線近似した予測値からは、約7,700kWの積上げが必要です。

　札幌市では都心地区において、既存の熱供給基盤を

活用しながら自立分散型エネルギーネットワークを構

築していくため、コージェネレーションや熱導管、電

力ネットワークの導入規模、インセンティブや義務的

制度などの実現手法の検討を進めています。事業用

コージェネレーションの導入容量については、その検

討結果を踏まえた都心地区の目標値を設定するととも

に、それ以外の地区においても導入可能性や導入を促

す方法などを検討し、札幌市全体の導入目標達成に向

けた施策を展開していきます。

参考8：事業用コージェネレーションの導入拡大について

事業用コージェネレーション導入目標トレンド

年度
3432302826242220181614121086平成4

２８，３５２ｋＷ

４２，０００ｋＷ

目標４９，７００ｋＷ

７，７００ｋＷ積上げ実績

万 kW

発
電
容
量

5

4

3

2

1

0
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●取組方針
　地域熱供給は、地域単位での集中的・効率的な運転により、一般的
に個別熱源に比べエネルギーの利用効率が高く（図5-2）、加えてコー
ジェネレーションシステムを熱源にする場合は、さらなるエネルギー
効率の向上とともに、電力自給率を高めることにも繋がります。
　東日本大震災以降、地域単位での電力のマネジメントが注目されて
おり、札幌市では地域熱供給による熱のネットワークに加え、コージェ
ネレーションを核とした熱と電力のネットワーク、さらにはスマートコ
ミュニティの構築に向け、エネルギーのネットワーク化を推進します。

●重要な視点
市民力を結集 札幌の強みを発揮 防災・減災力の強化

　札幌市の都心地区や厚別、真駒内地区では、地域熱供給基盤が既に整備されています。都心地区では
天然ガスコージェネレーションの導入、厚別や真駒内地区においてはRDF（ごみ固形化燃料）や清掃工
場の排熱を熱源とした環境性の高いエネルギーネットワークが構築されています。このような既存の熱供
給基盤とその運用におけるノウハウを最大限活用し、官民が一体となった取組を進めていきます。

コージェネレーション

（2）　重点取組 6：エネルギーネットワークの構築

●札幌市の行動

　
■　熱供給ネットワークへの構築と接続の推進
　・ 再開発やビルの新築・建て替え時などには自立分散型エネルギー供給拠点の整備を促進します。
　・ 都心地区における既存の熱供給ネットワークへの接続を促すため、インセンティブや義務的制度など

の実現可能性を検討します。
　・ 地域熱供給地域内における市有施設新設時には、熱供給ネットワークに率先的に接続します。
■　都心地区におけるエネルギーネットワークの調査・検討
　・ 都心地区における熱と電力の面的利用・ネットワークの将来像やまちづくりと一体となった実現手法

などを総合的に調査・検討し、都心エネルギー施策を策定します。
■　エネルギー供給事業の将来像の検討
　・ 都市におけるエネルギー供給の役割や将来像について、国で検討を進めているエネルギー関連の制度

改革の動向に合わせ、関連事業者と検討・協議を進めます。
■　札幌に適したスマートコミュニティの調査や事業者の取組に対する支援検討
　・ 積雪寒冷地の札幌に適したスマートコミュニティの概念や実現手法について産学官で調査研究を進め

るとともに、事業者の取組に対する支援を検討します。

エネルギーネットワークの仕組づくりと構築を推進します

図5-2　個別冷暖房と地域熱供給のエネルギー消費量の比較（一次エネルギー換算）
〈資料〉「未利用エネルギー面的活用熱供給の実態と次世代に向けた方向性（資源エネルギー庁）」

一次エネルギー消費量

建物個別
冷暖房方式

地域熱供給方式 約１０％の省エネ効果８９．４％

１００．０％
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●市民の行動

　
■　エネルギーネットワークの利用
　・地域熱供給などのエネルギーネットワークを活用できる環境にある市民は、その利用を検討します。

エネルギーネットワークの利用を検討します

●事業者の行動

■　都市開発時の分散電源の導入検討
　・ 再開発事業や面的な街区整備の際には地区街区単位でのエネルギーの有効利用方法、コージェネレー

ションや再生可能エネルギーの導入などを検討します。
■　地域熱供給の利用検討
　・ 都心地区や厚別地区、真駒内地区などの地域熱供給の供給範囲においては、地域熱供給の利用を検討

します。
■　エネルギーネットワークの構築・利用検討
　・エネルギーネットワークやスマートコミュニティの構築と利用を検討します。

エネルギーネットワークの構築・利用に参画します

行動 短期 長期

熱供給ネットワークの構築
と接続の推進 ネットワーク構築、接続推進

都心地区におけるエネル
ギーネットワークの調査・
検討

都心のエネルギー施策検討

自立分散型エネルギー供給拠点
整備とエネルギーネットワークの
構築

エネルギー供給事業の将来
像の検討 将来像の検討 将来像の実現に向けた施策展開

札幌に適したスマートコ
ミュニティ調査や事業者支
援検討

調査・検討の実施 スマートコミュニティ構築

ロードマップ
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　目指す姿の実現と数値目標の達成に向け、取組を象徴し、先導する事業を「リーディングプロジェクト」

と位置付け、重点的に施策を展開します。各取組とリーディングプロジェクトとの関係は以下のとおりです。

取組 リーディングプロジェクト

第6章 リーディングプロジェクト

省エネ型ライフスタイルの定着

取組1

市民向け省エネ推進事業

プロジェクト1

太陽光発電普及促進プロジェクト

プロジェクト3

都心エネルギーネットワーク
推進事業

プロジェクト5

札幌版次世代住宅普及促進事業

プロジェクト2

札幌型スマートファクトリー化
推進事業

プロジェクト4

新さっぽろ地区における
低炭素型まちづくりの推進

プロジェクト6

札幌型環境産業の創出と技術開発

取組4

建物・住まいの省エネ化の推進

取組2

コジェネ・燃料電池・蓄電池の
導入拡大

取組5

太陽光発電を中心とした再エネの
導入拡大

取組3

エネルギーネットワークの構築

取組6
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家庭の消費電力量見える化推進事業

省エネ型冷蔵庫買替キャンペーン

家庭向け省エネ・節電相談窓口事業

気
づ
き

き
っ
か
け
づ
く
り

行
動
支
援

家庭内での消費電力量のモニターで表示できる
「見える化機器」の無料貸出、購入費用の補助

↓
数値をリアルタイムで確認、効果的に節電

省エネ効果が高い冷蔵庫への買い替えを促す
インセンティブを付与（地域商品券の交付）

↓
家庭で2番目に電力消費量が多い冷蔵庫の買替

↓
家庭電力消費量の8％削減効果

家庭内の省エネ・節電の推進及
び太陽光発電や高効率機器の導
入等に関する総合的な相談窓口
の設置を札幌市環境プラザ内に
設置

さっぽろ節電・省エネキャンペーン

エコライフレポート（節電スペシャル）

図6-1　市民向け省エネ推進事業（平成26年度事業）

　市民に対する省エネのきっかけづくり、相談窓口設置、冷蔵庫の買替キャンペーンなど幅広い省エネ推進

事業を複合的に展開し、省エネ型ライフスタイル・ワークスタイルの実践・定着を目指します（図6-1）。

6.1　プロジェクト 1：市民向け省エネ推進事業

市民

相談・質問

環境プラザに常設

市民のソフト面での省エネのほか、太陽光発電や高効率機器の導入もサポート

回答
相談員

太陽光発電ってどのく
らい費用がかかるの？

燃料電池って何？

省エネって何から
したらいいの？

節電に取り組む方から節電宣言を募集
↓

平成24年度は夏と冬あわせて5万名以上が節電宣言

2ヵ月間の節電チャレンジ
↓

平成24年度の平均削減率は夏14.9％、冬20.1％

家庭内でできるエコ行動を記載したチェック表を活用して、
子どもたちに対するエコ行動の意識、実践働きかけ

↓
子どもたちが各家庭における節電の声かけ役・推進役

↓
市内小中学校の児童生徒の9割が取組実施
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図6-2　札幌版次世代住宅基準普及のイメージ

　札幌市では、家庭におけるエネルギー消費の削減を目的として、平成24年度に、高断熱・高気密住宅

に関する独自の基準となる「札幌版次世代住宅基準」を策定しました。

　この基準は、熱損失係数（Q値）と相当隙間面積（C値）に基づいて、新築住宅は5段階、改修住宅は

3段階の等級を設定したうえで住宅の断熱性能と気密性能を評価・認定しており、国内最高水準の性能を

目指す制度です。

　札幌市では、認定制度と補助制度を両輪とした普及啓発と導入支援、さらにはモデル住宅を通じた市民へ

の情報発信を行うことで、新築戸建住宅の100％が札幌版次世代住宅基準のベーシックレベル以上（Q値

＝1.3 以下）を達成することを目標としています（図6-2）。

6.2　プロジェクト 2：札幌版次世代住宅普及促進事業

札幌版次世代住宅の効果
①　少しの熱で家全体が温まる
　・温度ムラの解消
　・空間を広く活用
　・ヒートショックの防止
②　暖房費の節約、CO2排出量の削減

年間の灯油使用量（参考値）

札幌市が高い断熱性と気密性を
認定した住宅に対して、「認定
証」や「性能ラベル」を交付

札幌版次世代住宅基準に適合し
たモデル住宅※により、高断熱・
高気密住宅に関する情報を市民
に発信

※ ウェルピアひかりの（東雁来第2土
地区画整理事業）」内において、平成
25年度と26年度に建設事業者を募
集

自ら居住するために札幌版次世
代住宅を新築する市民に対し
て、建設費用の一部を補助

札幌版次世代住宅　性能表示ラベル

新築住宅に対する補助額（26年度）

北海道の新築住宅の70％以上はミニマムレベルを達成していると言われています。
Q値（熱損失係数［W/m2・K］）：断熱性能の指標で、建物の内部から外部に逃げる時間あた
りの熱量を床面積で割った値。Q値が小さいほど断熱性能がよい住宅です。
C値（相当隙間面積［cm2/m2］）：気密性能の指標で、床面積1m2あたりの隙間量 cm2 を表
したものです。C値が小さいほど気密性が高いことを示しています。

省エネの推進 情報発信補助制度

札幌版次世代住宅基準の評価基準

新築住宅の等級 Q値 C値 年間暖房エネルギーKWh/m2

トップランナー 0.5 以下 0.5 以下 15以下 無暖房に近いレベル
ハイレベル 0.7 以下 0.7 以下 30程度
スタンダードレベル 1.0 以下 1.0 以下 45程度
ベーシックレベル 1.3 以下 1.0 以下 60程度
ミニマムレベル 1.6 以下 2.0 以下 （国の平成11年省エネ基準相当）75程度

新築住宅の等級 補助額
トップランナー 200万円 /件
ハイレベル

50万円 /件スタンダードレベル
ベーシックレベル

H34H32H24

次世代住宅
ベーシック以上

0％

100％

ベーシック以上
（Ｑ＝１．３以下）

１００％

Ｈ１１年基準相当（Ｑ＝１．６以下）
又はＨ１１年基準を上回るレベル

７５％

Ｈ４年基準相当
（Ｑ＝１．８以下）

２５％

新築戸建住宅の割合

平成22年度

平成32年度以降

約1/5 約 1/2

トップランナー
180L

ベーシックレベル
950L

既存住宅
約2,000L
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　太陽光発電は、平成22年度の発電量0.1 億 kWh（容量0.9 万 kW）から平成34年度に4.40億

kWh（容量41.9 万 kW）へ増加する目標を掲げています。

　目標達成に向け、概ね中間年の平成30年度までの期間に着目すると、過去実績の直線トレンドでは、

平成30年度に7.3 万 kWが見込まれるのに対し、目標値は倍以上の16.3 万 kW必要で、導入量を上方

にシフトする取組を強化しなければなりません（図6-3、6-4）。

　平成25年度札幌市市政世論調査では、太陽光発電を設置していると回答した世帯は全体の1.3％と少

数ですが、戸建て住宅（持ち家）世帯の18.3％は、今後太陽光発電を設置したいと回答していることか

ら、太陽光発電の設置ポテンシャルは十分にあるといえます。また、設置しない理由として「費用が高い」

「設置できる環境にない」「設置メリットがわからない」などを挙げており、普及拡大に向けては、設置費用

の削減、情報提供、環境づくりなどを強化していく必要があります。

　札幌市では、目標達成に向けた「太陽光発電普及促進プロジェクト」として、以下の4つの施策を展開

し、今後4年程度、導入を最大限加速します。

6.3　プロジェクト 3：太陽光発電普及促進プロジェクト

図6-3　太陽光発電の目標達成に向けたトレンド

図6-4　平成30年度までの太陽光発電導入イメージ

太陽光発電の導入目標

実績値 計画値
年度 22年度 30年度 34年度

戸建住宅
容量 0.7 万 kW 12.4 万 kW 32.5 万 kW
設置割合 0.6％ 9％ 25％

集合・ビル
容量 0.1 万 kW 2.1 万 kW 6.6 万 kW
設置割合 0.1％ 2％ 5％

未利用地 容量 0 1.4 万 kW 2.2 万 kW
市有施設 容量 0.1 万 kW 0.4 万 kW 0.6 万 kW
合計 容量 0.9 万 kW 16.3 万 kW 41.9 万 kW

戸建住宅は全体31.6 万戸、4.2kW/ 戸として設置割合算出
集合住宅ビルは全体10.2 万棟、13kW/棟として設置割合算出

41.9

16.3

2.61.91.20.9

年度
34333231302928272625242322

■市有施設
■未利用地
■集合・ビル
■戸建住宅

導
入
容
量（
累
計
）

45
40
35
30
25
20
15
10
5
0

万 kW

7.3

16.3

2.6
1.9

1.20.9

年度
302928272625242322

導
入
容
量（
累
計
）

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

万 kW

実績値
過去実績直線トレンド
目標達成想定値

施策1　支援の強化（26年度～）
　導入の最大のインセンティブである、初期費用に対す
る支援を強化（26年度は既存の補助制度「札幌・エネル
ギー ecoプロジェクト」を強化）

施策2　情報提供の強化（26年度～）
　太陽光発電の仕組、発電効果、工事費用などの相談を
受ける常設の窓口を開設。市民の疑問点解消により、導
入を促進（26年度は家庭向け省エネ・節電相談窓口事業
として実施）

施策3　大規模太陽光発電の誘致（26年度～）
　ごみ埋立地などの未利用地への大規模太陽光発電の誘
致を推進（埋立跡地太陽光発電誘致事業）。
　また、民間未利用地などへの導入を支援（大規模太陽光
発電推進事業）

施策4　新たな普及策による導入促進（27年度～）
　効果的なインセンティブ制度、市民参加による設置な
ど、新たな普及促進策の展開
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1　実施内容
　札幌発寒工業団地共同組合の企業30社程度が取り組む。
　個々の企業が電力使用量の削減目標を立て、電力使用量の可視化、団地内企業に対する省エネサ
ポート、省エネを継続するための仕組みづくりにより、電力使用量の削減を図る。
　その他、データの取りまとめ、評価、団地全体のピーク電力をカットするための団地内企業同士の
協力などの取組を実施。

2　システム及び取組の概要
　組合事務局と団地内企業の3社に対し、30分単位で使用電力を計測できる機器を導入。
　それ以外の全企業に対しては月単位で電力使用量を把握し、「スマート省エネマラソン」画面にて
自社の取組状況を確認できるシステムを導入。
　「スマート省エネマラソン」では、自社の状況が確認できるほか、団地内で高い省エネ目標達成率
をあげている企業（5社程度）の情報も一部確認できようになっており、団地内企業全体の省エネ
意欲向上につなげていく。

3　省エネサポート
　・団地内企業に対し、生産現場や事務所の視察等による省エネサポートを実施
　・月次分析シートにて各企業の取組を評価
　・省エネのノウハウを共有化
4　電力ひっ迫時や災害等不測の
事態に備えた取組

　・ 電力ひっ迫時に備え、団地内で
実現可能な節電方法を確認し、
節電量を算定

　・ 災害時等に備え、それぞれの企
業や施設の必要となる電力量の
整理など、団地内全体又は団地
内企業の事業継続計画策定の下
地となる取組の実施

 47【クラウド型】データをインターネット上に保存する使い方。

　札幌市では、事業者向けの省エネ支援として、工業団地全体での省エネの取組を支援する、札幌型スマー

トファクトリー化推進事業を展開しています。

　本事業は、札幌発寒工業団地協同組合（面積11.4ha、35社）をモデル団地とし、エネルギーマネジメ

ントシステムの導入と現場視察等を通じた省エネサポートにより、工業団地のスマート化を推進し、エネル

ギー消費量低減と工業団地運営や団地内企業の経営基盤強化を図るものです。

　この取組は、共同受電している中小規模の工業団地全体の電力使用状況を収集・見える化するシステムに

クラウド型 47 を導入するという、全国的にもほとんど例がない先進的な事例であり、平成26年度以降、

その成果を他の市内工業団地などへ展開していきます（図6-5）。

6.4　プロジェクト 4：札幌型スマートファクトリー化推進事業

図6-5　札幌型スマートファクトリー化推進事業イメージ

 　平成 24年度 　
電力使用状況調査

 　平成 26年度 　
他工業団地等への展開

 　平成 25年度 　
モデル団地に対する
実証実験

 平成 27年度以降 
さらなるエネルギー効
率的利用を促進

発寒第2工業団地

計測機器

計測機器

B社

B社

C社 D社

受
電

委託業者
・工業団地全体や企業毎の状況把握
・省エネ推進アクション

札幌市

クラウド利用による
Webサービス提供

システムメンテナンス
システム運用支援

現場視察等による
省エネサポート

エネルギー
管理情報

・事業全体の進捗管理
・工業団地と委託業者の連携強化

情報共有
WEBサービス

インターネット省エネ目標の管理
により省エネを促進

電力逼迫時、企業に対し
ピークカット協力依頼

メール

札幌発寒工業団地協同組合

省エネ推進協議
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　都心地区では、既存の熱供給基盤を活用しながら、コージェネレーションを導入して熱や電力を効率的に

供給する自立分散型エネルギー供給拠点の整備と、熱導管と電力ネットワークの構築を推進し、系統電力負

荷の低減、都市の低炭素化、さらにエネルギーセキュリティ機能を強化するまちづくりを進めます（図

6-6）。

　大規模で高効率なコージェネレーションを導入して地域全体で熱と電力を効率よく使うためには、排熱を

有効利用する地域冷暖房が必要不可欠であることから、現状の課題を整理し、多くの建物が熱供給に接続す

るよう促す方法や制度について検討しています。また、多額の費用を要するエネルギー供給拠点や熱導管の

整備を促進する支援方法などについても検討を進めています。

　北2西4の札幌三井 JPビルディング及び北1西1地区、北4東6地区などの再開発事業にあわせて

コージェネレーションを導入し、周辺の建物へ熱と電力を供給する取組を進めるとともに、既存ビル更新時

における熱供給へのさらなる接続も促進していきます。

6.5　プロジェクト 5：都心エネルギーネットワーク推進事業

熱と電力のネットワークを基軸とした環境負荷の少ない都市を構築

図6-6　都心エネルギーネットワークの展開イメージ

平成26年度 平成34年度

都心エネルギー
ネットワーク

スケジュール

赤れんが前EC供給⇒道庁南EC、札幌駅南口ECとネットワーク化

エネルギー施策の展開

北4東6EC供給開始
北1西1EC供給開始

北8西1コジェネ導入

赤れんが前EC建設

都心エネルギー検討

北1西1EC工事着工
北4東6EC工事着工
北8西1再開発事業着工
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　新さっぽろ地区では、市営住宅の建て替えによる余剰地や、㈱札幌副都心開発公社が所有する暫定駐車場

用地等を活用したまちづくりを計画しています。当地区では、昭和46年から北海道地域暖房が熱供給を

実施しており、熱供給基盤が既に整備されています。

　低炭素型まちづくりの推進には、既存熱供給ネットワークの活用、コージェネレーション導入によるエネ

ルギーの効率利用、再生可能エネルギーの面的導入、公共交通の利用促進、低炭素建築物の整備、都市緑化

の推進など様々な取組が考えられます。また、コージェネレーションや太陽光発電などの導入は、電源の多

重化などによる防災・減災力の強化にも繋がります（図6-7）。

　まちづくり計画においては、余剰地や暫定駐車場の利活用方法に合わせ、エネルギー利用効率の向上、防

災・減災力の強化に向け、低炭素型のまちづくりを推進していきます。

6.6　プロジェクト6：新さっぽろ地区における低炭素型まちづくりの推進

図6-7　新さっぽろまちづくり計画の展開イメージ

低炭素まちづくりの取組の視点

余剰地や暫定駐車場の利活用に合わせた、各種取組の選択による
エネルギー利用効率の向上、防災・減災力の強化

G団地

厚別区役所厚別区役所

H団地

Cサンピアザサンピアザ

地
下
鉄
新
さ
っ
ぽ
ろ
駅

地
下
鉄
新
さ
っ
ぽ
ろ
駅

duo 2
duo 2

JR新札幌駅
JR新札幌駅

duo 1
duo 1 I 団地

BA
公社暫定利用駐車場公社暫定利用駐車場

まちづくり計画想定エリア　42.6ha

北海道地域暖房プラント

コジェネ導入による
エネルギーの効率利用
防災・減災力の強化

低炭素建築物の整備
公共交通の利用促進 都市緑化の推進

既存熱供給
ネットワークの利用 再エネの面的導入

開発予定地
■市営住宅余剰地　4.9ha

G団地：1.7ha　I 団地：3.2ha
■■公社暫定利用駐車場　2.0ha

A：1.0ha　B：0.6ha　C：0.4ha

地下鉄コンコースを中心とした、
歩行者ネットワークの充実と
地下鉄の利用促進
■■地下鉄コンコース
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　市役所庁内では副市長をトップとした局長級からなる「札幌市エネルギー戦略推進会議」において、組織

横断的な推進体制を構築します。関係各局は所管の事業計画や各年度事業に本ビジョンの取組方針に反映さ

せ、施策を展開します。

　進行管理は、熱利用エネルギー消費量、再生可能エネルギー発電量、分散電源発電量の目標値と代表的な

指標（太陽光発電導入量など）を設定し、毎年度達成状況を環境審議会やホームページなどで公表します。

さらに達成状況をもとに必要な対策を検討し、施策の追加などを実施します。

　施策そのものについても札幌市の行政評価制度に基づき、自己評価、見直し・改善、予算等の反映、検討

課題の提起のサイクルで継続的な改善を実施します。

　本ビジョンは、平成34年度までを計画期間としていますが、上位計画である「札幌市まちづくり戦略

ビジョン」の改定やエネルギーに関する社会情勢の大きな変化等があった場合は、適宜、計画を見直します。

　市民や事業者との連携については、市民、事業者、NPO、関係団体と普及啓発事業を実施するなど環

境・エネルギー関係事業者と連携体制を構築し、目標達成に向けた取組を推進します。

7.1　推進体制

7.2　進行管理

7.3　ビジョンの見直し

第7章 推進体制、進行管理

○エネルギーの方針、計画策定、合意形成の協議、総合調整
札幌市エネルギー戦略推進会議

○施策の推進

副市長

市長政策室長

所管の事業計画 中期計画

関係各局

各年度事業

エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン

反
映

都市計画担当局長 経済局長 環境局長 関係局長

目標達成状況確認（年 1回）
数値目標、代表的な指標

目標達成状況の公表

追加施策の検討、実施

目標達成に向けた進行管理

外
部
評
価

自己評価

内部評価

次年度予算等
への反映

施策の評価、改善
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　第2章に示すエネルギー消費量の実績値は、資料表1-1に示す方法で算出している。

1.1　実績値の算出方法

1 エネルギー消費量

部門 区分 算出方法の概要

産業

ガス事業 「ガス事業統計年報（経済産業省）」から、ガス事業所内の都市ガス生産及び搬送用のエネルギー消費
量を抽出して算出。

熱供給事業 「熱供給事業便覧（日本熱供給事業協会）」などから熱供給に伴う電力消費量を算出。

農林業 「エネルギー生産・需給統計年報（経済産業省）」などから、国の生産額あたりのエネルギー源別消費
原単位を求め、それに札幌市内の生産額を乗じて算出。

鉱業 「石油等消費構造統計表（経済産業省）」から、北海道の従業員数あたりのエネルギー源別消費原単位
を求め、それに札幌市内の従業員数を乗じて算出。

建設業 「エネルギー生産・需給統計年報（経済産業省）」などから、国の生産額あたりのエネルギー源別消費
原単位を求め、それに札幌市内の生産額を乗じて算出。

製造業 「石油等消費構造統計表（経済産業省）」から、北海道と札幌市内の単位製造品出荷額あたりのエネル
ギー消費量を求め、それに札幌市内の製造品出荷額を乗じて算出。

上水道 「札幌市水道事業年報」から算出。

清掃 「札幌市清掃事業概要」から算出。

下水道 「札幌市下水道維持管理年報」から算出。

民生家庭 灯油、LPガス、石炭については、「家計調査年報（総務省）」から札幌市内の1世帯あたり消費量に
世帯数を乗じて算出。電力、都市ガスは、札幌市統計書の家庭関連需要量を用いて算出。

民生業務
市内の業務用建物に関するアンケート調査と環境省関連資料などから、業務系建物の建物用途別エネ
ルギー源別単位面積当たり年間消費原単位を設定し、市内の建物用途別延床面積を乗じてエネルギー
消費量を算出。ただし都市ガスは、札幌市統計書の業務関連需要量を用いて算出。

運輸

自動車 「自動車輸送統計年報（国土交通省）」などから、北海道内の年間自動車用エネルギー消費量を求め、
札幌市内の車種別保有台数で按分して算出。

鉄道 JR北海道、日本貨物鉄道のエネルギー消費実績値を北海道と札幌市の人口で按分して算出。札幌市
内の地下鉄・路面電車は札幌市統計書から算出。

航空 丘珠空港における空港管理状況調書の燃料供給量から算出。

資料表1-1　エネルギー消費量の算出方法
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資料図1-1　取組実施前のエネルギー消費量（推計値）算出方法

　第4章では、取組実施前の将来におけるエネルギー消費量を推計し、その推計値から取組実施による削

減見込量を引くことで将来の数値目標を設定している。

　一般にエネルギー消費量は、以下の式で表すことができる。取組実施前の将来エネルギー消費量は、エネ

ルギー消費原単位は変わらず、活動量のみが変化するとして、資料図1-1に示すフローで算出している。

1.2　取組実施前のエネルギー消費量（推計値）算出方法

活動量：人口や建物床面積などエネルギー消費量と関係がある指標
エネルギー消費原単位：単位活動量あたりのエネルギー消費量

エネルギー消費量＝活動量×エネルギー消費原単位

部門別エネルギー消費量と
活動量の相関を分析

活動量実績値の経年変化から
活動量将来値を予測

エネルギー消費量将来値
＝活動量将来値×原単位

電力量将来値
＝エネルギー消費量将来値
×平成 22 年度の電力割合

エネルギー消費量将来値
＝平成 20～ 22 年度平均、
又は平成 22 年度のまま一定

電力量将来値
＝エネルギー消費量将来値
×平成 22 年度の電力割合

原単位を設定
（人口、世帯数、床面積等）

NO

YES

エネルギー消費量と
活動量に相関がある
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　各部門別の活動量とエネルギー消費原単位は資料表1-2のとおり。

部門 区分 活動量の設定 原単位の設定 消費量将来推計方法

産業

ガス事業 消費量と相関関係にある活動量を把握で
きないため、設定しない。

設定しない 20～22年度平均値
51,285GJのまま一定

熱供給事業 消費量と相関関係にある活動量を把握で
きないため、設定しない。

設定しない 過去最大値である22年度
67,993GJのまま一定

農林業
消費量と相関がある「農林生産額」を活
動量とする。将来値は2～22年度実績
の自然対数近似式により推計する。

22年度農林生産額
あたりの消費量
51,540GJ/ 百万円

農林生産額推計値
×原単位

鉱業
消費量と相関がある「鉱業従業者数」を
活動量とする。将来値は2～22年度実
績の自然対数近似式により推計する。

22年度鉱業従業者数
あたりの消費量
418.6GJ/ 人

鉱業従業者数推計値
×原単位

建設業
消費量と相関がある「建設生産額」を活
動量とする。将来値は13～22年度実
績の自然対数近似式により推計する。

22年度建設業生産額
あたりの消費量
4.48GJ/ 百万円

建設生産額推計値
×原単位

製造業
製造業消費量は生産量に影響を受けるた
め、「製造品出荷額」を活動量とする。
将来値は13～22年度実績の自然対数
近似式により推計する。

22年度製造品出荷額
あたりの消費量
15.1GJ/ 百万円

製造品出荷額推計値
×原単位

上水道
一般に水量（＝消費量）は人口に影響を
受けるため、「人口」を活動量とする。
将来値は札幌市推計値を用いる。

22年度一人
あたりの消費量
0.051GJ/ 人

人口推計値×原単位

清掃
清掃（廃棄物）は人口に影響を受けるた
め、「人口」を活動量とする。
将来値は札幌市推計値を用いる。

22年度一人
あたりの消費量
0.031GJ/ 人

人口推計値×原単位

下水道
下水道は人口に影響を受けるため、「人
口」を活動量とする。
将来値は札幌市推計値を用いる。

22年度一人
あたりの消費量
0.302GJ/ 人

人口推計値×原単位

民生家庭
消費量と相関がある「世帯数」を活動量
とする。
将来値は札幌市推計値を用いる。

22年度世帯数
あたりの消費量
53.529GJ/ 世帯

世帯数推計値×原単位

民生業務
消費量と相関がある「延床面積」を活動
量とする。
将来値は13～22年度実績の自然対数
近似式により推計する。

22年度延床面積
あたりの消費量
1.242GJ/m2

延床面積推計値
×原単位

運輸

自動車
消費量と相関がある「自動車台数」を活
動量とする。
将来値は車種別の13～22年度実績の
自然対数近似式により推計する。

22年度車種別台数
あたりの消費量
20.3～335.2GJ/ 台

車種別台数推計値
×原単位

鉄道 消費量と相関関係にある活動量を把握で
きないため、設定しない。

設定しない 20～22年度平均値
1,496,846GJのまま一定

航空 消費量と相関関係にある活動量を把握で
きないため、設定しない。

設定しない 20～22年度平均値
108,351GJのまま一定

資料表1-2　各部門別のエネルギー消費量推計方法
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　1.1、1.2 より算出したエネルギー消費量は資料表1-3のとおり。

　なお、本ビジョンでは、産業、民生家庭、民生業務部門の全エネルギー消費量から電力消費量を引いたも

のを「熱利用消費量」とし、運輸部門の全エネルギー消費量から電力消費量を引いたものを「運輸利用消費

量」と整理している。

1.3　エネルギー消費量

全エネルギー消費量① TJ（テラジュール：1ジュールの10の12乗）
年度 平成2年度 4年度 6年度 8年度 10年度 12年度 14年度 16年度 18年度 20年度 22年度 24年度 34年度 42年度

産業 10,933 10,678 11,498 11,750 13,413 12,906 11,030 10,231 9,970 11,266 10,143 10,671 9,005 8,405

民生家庭 36,490 42,739 42,297 50,008 46,205 45,357 48,992 50,963 49,921 45,825 47,418 51,634 49,332 48,658

民生業務 25,147 27,438 29,697 31,906 33,488 33,165 33,750 33,604 34,089 33,733 34,954 35,171 35,646 36,059

運輸 38,247 41,144 48,122 48,697 43,531 44,097 52,962 45,299 43,487 42,218 39,395 38,203 39,615 39,313

合計 110,818 121,999 131,613 142,361 136,636 135,525 146,733 140,097 137,466 133,041 131,911 135,679 133,597 132,434

電力消費量②　　　　 TJ
年度 平成2年度 4年度 6年度 8年度 10年度 12年度 14年度 16年度 18年度 20年度 22年度 24年度 34年度 42年度

産業 2,553 2,615 2,716 2,994 3,082 3,003 2,857 2,681 2,614 2,855 2,534 2,609 2,294 2,177

民生家庭 6,888 7,773 8,703 9,814 10,408 11,102 11,517 12,013 12,501 12,675 13,337 13,038 13,283 13,102

民生業務 9,461 10,551 11,818 12,687 13,791 14,410 14,928 16,336 17,283 17,195 18,048 17,719 18,173 18,384

運輸 421 506 555 585 565 558 541 488 484 451 466 472 458 458

合計 19,323 21,446 23,792 26,080 27,846 29,074 29,843 31,519 32,883 33,176 34,385 33,837 34,209 34,121

電力消費量（kWh表示）③＝（② /3.6/100）　　　　 億 kWh
年度 平成2年度 4年度 6年度 8年度 10年度 12年度 14年度 16年度 18年度 20年度 22年度 24年度 34年度 42年度

産業 7.09 7.26 7.55 8.32 8.56 8.34 7.94 7.45 7.26 7.93 7.04 7.25 6.37 6.05

民生家庭 19.13 21.59 24.17 27.26 28.91 30.84 31.99 33.37 34.73 35.21 37.05 36.22 36.90 36.39

民生業務 26.28 29.31 32.83 35.24 38.31 40.03 41.47 45.38 48.01 47.76 50.13 49.22 50.48 51.07

運輸 1.17 1.41 1.54 1.62 1.57 1.55 1.5 1.36 1.35 1.25 1.29 1.31 1.27 1.27

合計 53.67 59.57 66.09 72.44 77.35 80.76 82.90 87.55 91.34 92.16 95.51 93.99 95.02 94.78

熱利用消費量④＝（①－②）　　　　 TJ
年度 平成2年度 4年度 6年度 8年度 10年度 12年度 14年度 16年度 18年度 20年度 22年度 24年度 34年度 42年度

産業 8,380 8,062 8,781 8,756 10,331 9,903 8,173 7,550 7,356 8,412 7,609 8,062 6,711 6,228

民生家庭 29,603 34,966 33,594 40,195 35,797 34,255 37,475 38,950 37,420 33,149 34,082 38,596 36,049 35,556

民生業務 15,686 16,886 17,879 19,219 19,697 18,754 18,822 17,268 16,805 16,538 16,906 17,452 17,473 17,675

合計 53,669 59,915 60,254 68,169 65,825 62,912 64,470 63,768 61,581 58,099 58,597 64,110 60,233 59,459

運輸利用消費量⑤＝（①－②） TJ
年度 平成2年度 4年度 6年度 8年度 10年度 12年度 14年度 16年度 18年度 20年度 22年度 24年度 34年度 42年度

運輸 37,826 40,638 47,567 48,112 42,965 43,539 52,421 44,810 43,002 41,767 38,929 37,731 39,156 38,855

平成 34、42年度は推計値

資料表1-3　札幌市内エネルギー消費量の推移
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　第2章5に示す札幌市内電力力消費量の電源内訳は、以下の手順1～4で算出している。

手順1： 札幌市内の再生可能エネルギー発電量は市内で全て消費されると仮定し、市内発電量は①のとお
り設定（表2-3参照）。

手順2： 札幌市内へ供給される電力量は、市内電力消費量から①を除いた量とする。その電源内訳は北海
道内の電源内訳の割合と同じとして、②のとおり設定。

手順3： 分散電源（コージェネレーション）による発電量は、自家消費分として③に示す発電量を別に積
上げ（表2-4参照）。

手順4： ①＋②＋③より、札幌市内の電力消費量の電源内訳を以下のとおり算出。

2 札幌市内電力消費量の電源内訳

③札幌市内分散電源発電量（億 kWh）

平成22年度 平成24年度
分散電源 1.71 1.76

①札幌市内再エネ発電量（億 kWh）

種類 平成22年度 平成24年度
太陽光 0.09 0.2
廃棄物等 1.37 1.49
小水力 0.03 0.03
再エネ計 1.50 1.72

札幌市内電源内訳

北海道内電源内訳 ②札幌市内へ供給される電力量の内訳

種類
平成22年度 平成24年度

億 kWh 割合 億 kWh 割合

再エネ
市内 1.50 1.6% 1.72 1.8%
市外 1.81 1.9% 2.58 2.7%

火力 36.82 38.6% 74.10 78.8%
水力 14.29 15.0% 13.52 14.4%
原子力 41.09 43.0% 2.07 2.2%
小計 95.51 100.0% 93.99 100.0%
分散電源 1.71 1.76
合計 97.22 95.75

端数処理の関係上、合計が一致しない場合がある（手順1～4）。

種類
平成22年度 平成24年度

億 kWh 割合 億 kWh 割合
再エネ市外 7.19 1.9% 9.73 2.8%
火力 145.69 39.2% 280.07 80.3%
水力 56.55 15.2% 51.12 14.7%
原子力 162.58 43.7% 7.84 2.2%
合計 372.00 100.0% 348.76 100.0%
再エネ市外は、北海道電力新エネ等発電量（22年度7.95億 kWh、
24年度10.63億 kWh）から札幌市内再エネ想定売電量（22年度
0.76億 kWh、24年度0.90億 kWh）を除いている

種類
平成22年度 平成24年度

億 kWh 割合 億 kWh 割合
再エネ市外 1.81 1.9% 2.58 2.8%
火力 36.82 39.2% 74.10 80.3%
水力 14.29 15.2% 13.52 14.7%
原子力 41.09 43.7% 2.07 2.2%
合計 94.00 100.0% 92.27 100.0%
平成22年度市内へ供給される電力量
　＝市内電力消費量95.51億 kWh－市内再エネ1.50億 kWh
　＝94.01億 kWh
平成24年度市内へ供給される電力量
　＝市内電力消費量93.99億 kWh－市内再エネ1.72億 kWh
　＝92.27億 kWh
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　平成22年度の新築住宅の25％が平成4年基準、

75％が平成11年基準の断熱性能を有していると仮定

（札幌版次世代住宅基準検討会議資料）。その後、札幌版

次世代住宅の普及促進などの取組実施により、直線的に

次世代住宅ベーシックレベル相当の住宅割合が増加し、

平成32年度には新築住宅の100％が次世代住宅基準

ベーシックレベル相当を達成すると想定（資料図3-1

参照）。

　さらに既存住宅の省エネ改修を考慮し、全住宅の各基準別普及割合は資料表3-1のとおりになると推計。

　資料表3-1から平成34、42年度における戸数を求め、各基準別の一戸あたり暖房エネルギー消費量を

かけることで、取組実施後の平成34、42年度の暖房エネルギー消費量を算出する。併せて取組実施前

（＝次世代住宅の普及及び断熱改修がゼロ）の平成34、42年度の暖房エネルギー消費量を求め、取組実

施前と実施後のエネルギー消費量の差を削減量とする。

　なお、各基準別の一戸あたり暖房エネルギー消費量は、住宅面積、Q値に暖房エネルギー消費量が比例

するとして平成22年度暖房エネルギー消費量を按分することで戸建住宅消費量23.6～50.8GJ/ 戸、集

合住宅消費量9.8～21.1GJ/ 戸と想定。

　この結果、平成34年度の削減量は3,620TJになり、それに「燃料（熱）」と「電気」の想定割合をか

け、熱利用エネルギー削減量3,300TJを算出（資料表3-2）。

3.1　熱利用エネルギー消費量削減内訳の算出方法

3 数値目標の設定

資料表3-1　各基準別の普及割合想定値（全住宅戸数に対する割合）

資料表3-2　住宅断熱による熱利用エネルギーと電力量の削減

資料図3-1　新築住宅の普及割合
新築戸数は、戸建4,700戸、集合11,200戸と想定

昭和55年基準
以前 平成4年基準 平成11年基準 次世代基準

ベーシック相当
平成22年度　現状値 60% 25% 15% －
平成34年度　取組実施後 33% 30% 25% 12%
平成42年度　取組実施後 13% 33% 27% 27%
平成34年度全住宅戸数89.7 万戸（戸建30.3 万戸、集合59.4 万戸）

年度 削減量① 熱利用エネルギーと電力の割合② 熱と電力の削減量（＝①×②）

平成34年度 3,620TJ
熱 90.0% 3,258TJ
電力 10.0% 362TJ（1.0 億 kWh）

平成42年度 6,401TJ
熱 85.4% 5,467TJ
電力 14.6% 935TJ（2.6 億 kWh）

（1）　住宅断熱性能の向上
100％ H4 年基準

H11 年基準 次世代基準
ベーシックレベル相当

75％

H22 H24 H32 H34 H42
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　高効率給湯・暖房機器の導入台数を資料表3-3のとおり設定し、1台あたりの想定削減量に導入台数を

かけ、資料表3-4に示す削減量を算出する。

　暖房1℃下げることによる年間の灯油削減量は94.5L/ 世帯（北海道環境行動計画どうみんグリーンア

クション資料編）と想定。灯油を熱量に換算すると94.5L×36.7MJ/L＝3.47GJ。

　平成34年度削減量＝89.7 万世帯×灯油・ガス想定割合90％×実施割合30％×3.47GJ/ 世帯≒

800TJ

　平成42年度削減量＝88.5 万世帯×灯油・ガス想定割合85％×実施割合50％×3.47GJ/ 世帯≒

1,300TJ

　平成34年度産業・民生業務部門における取組実施前熱利用エネルギー消費量は、24,185,385GJ。

　年平均1％削減を平成22年度から平成34年度の12年間実施し、達成率が50％の場合の削減量は、

24,185,385GJ×12％×50％≒1,400TJ。

　高効率給湯・暖房機器の導入による電力量については、灯油・ガスから電気式ヒートポンプへの転換によ

り電力量は増加するが、電力増加量と等しい電力量が従来型電気給湯・暖房から電気式ヒートポンプへの切

替により削減されるとし、電力量の増減は見込まないこととする。

（2）　高効率給湯・暖房機器の導入

（3）　家庭の省エネ行動

（4）　事業者による省エネ

資料表3-3　高効率給湯・暖房機器の導入量

資料表3-4　熱利用エネルギー削減量

区分
導入機器 平成34年度

（全89.7 万世帯）
平成42年度

（全88.5 万世帯）種類 旧燃料

給
湯

戸
建
・
集
合

潜熱回収型 灯油・ガス 63.5 万台 63.9 万台

ヒートポンプ
灯油・ガス   4.2 万台 4.2 万台
電気   2.8 万台 2.8 万台

コジェネ（燃料電池） 灯油・ガス   3.0 万台 6.0 万台
合計（導入割合） 73.5 万台（82％） 76.9 万台（87％）

暖
房

戸
建

潜熱回収型 灯油・ガス 10.9 万台 10.1 万台

ヒートポンプ
灯油・ガス 0.5 万台 3.3 万台
電気 0.2 万台 1.6 万台

集
合

潜熱回収型 灯油・ガス 41.6 万台 42.6 万台

ヒートポンプ
灯油・ガス 0.4 万台 3.3 万台
電気 0.2 万台 1.6 万台

合計（導入割合） 53.8 万台（60％） 62.5 万台（71％）
参考： 平成22年度潜熱回収型ガス給湯暖房器13,000台、コジェネ550台、ヒートポンプ給湯2,400台、ヒートポンプ温水暖房1,100

台（札幌市調査）

区分 平成34年度 平成42年度
給湯 2,300TJ 2,400TJ

暖房戸建住宅 1,200TJ 2,600TJ
暖房集合住宅 1,600TJ 2,200TJ
合計 5,100TJ 7,200TJ
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　平成42年度産業・民生業務部門における取組実施前熱利用エネルギー消費量は、23,904,625GJ。

　年平均1％削減を平成22年度から平成42年度の20年間実施し、達成率が50％の場合の削減量は、

23,904,625GJ×20％×50％≒2,400TJ。

　1世帯あたりの削減量は、平成24年度札幌 LED推進キャンペーン事業におけるキャンペーン応募者の

年平均削減見込量130kWh/ 世帯を採用。

　平成34年度削減量＝130kWh/ 世帯×世帯数89.7 万世帯×実施率90％≒1.0 億 kWh

　平成42年度削減量＝130kWh/ 世帯×世帯数88.5 万世帯×実施率100％≒1.2 億 kWh

　従来型冷蔵庫の消費量は、656kWh/ 年と設定（省エネ性能カタログ2013年夏版の全国平均電力消費

量4,618kWh/ 世帯・年×冷蔵庫消費割合14.2％より算出）。

　トップランナー基準冷蔵庫は、従来型より43％改善するとして（省エネ性能カタログ2013年夏版に

おけるトップランナー冷蔵庫の2005年比削減率）、従来型冷蔵庫から省エネ冷蔵庫への交換により、1

世帯あたり656kWh/ 年×43％＝280kWh/ 年　削減。

　平成34年度削減量＝280kWh/ 世帯×世帯数89.7 万世帯×交換率50％≒1.3 億 kWh

　平成42年度削減量＝280kWh/ 世帯×世帯数88.5 万世帯×交換率70％≒1.7 億 kWh

　1世帯あたりの削減率は、平成24年度札幌節電キャンペーン夏における節電達成世帯の平均削減率

（冷蔵庫買換え、LED照明への交換実施世帯を除く）14.9％を採用。

　平成34年度削減量＝家庭電力消費量36.90億 kWh×14.9％×実施割合40％≒2.2 億 kWh

　平成42年度削減量＝家庭電力消費量36.39億 kWh×14.9％×実施割合60％≒3.2 億 kWh

　平成34年度産業・民生業務部門における取組実施前電力消費量は、56.85億 kWh。

　平成34年度削減量は、年平均1％削減を平成22年度から平成34年度の12年間実施し、達成率が

50％として、56.85億 kWh×12％×50％≒3.4 億 kWh。

　平成42年度産業・民生業務部門における取組実施前電力消費量は、57.10億 kWh。

　平成42年度削減量は、年平均1％削減を平成22年度から平成42年度の20年間実施し、達成率が

50％として、57.10億 kWh×20％×50％≒5.7 億 kWh。

　別表3-4により、平成34年度は1.0 億 kWh、平成42年度は2.6 億 kWh削減。

3.2　電力の省エネによる削減内訳の算出方法

（1）　従来型照明（白熱電球など）からLED照明への交換

（2）　従来型冷蔵庫から省エネ冷蔵庫への交換

（3）　家庭の節電ソフト対策

（4）　住宅断熱性能向上による暖房電力量削減

（5）　事業者による節電
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　再生可能エネルギーの導入量は資料表3-5のとおり設定。

　分散電源の導入容量は、資料表3-6のとおり設定。

（発電量の算出方法）
○太陽光発電
　発電量 kWh＝導入容量 kW×365日×24時間×利用率12％（国家戦略室コスト等検証委員会資料）
　戸建及び集合・事務所の1棟当たり導入容量は4.2kW/ 棟及び13kW/棟（札幌市補助金交付実績から設定）
○小水力発電
　発電量 kWh＝導入容量 kW×365日×24時間×利用率70％（札幌市水道局想定値）
　平成22年度は水道局藻岩浄水場の小水力発電の実績値。
　平成34年度は水道施設1件などの導入を想定、平成42年度はさらに水道施設1件などの導入を想定
○廃棄物発電
　平成22年度は清掃工場発電の実績値。
　平成34年度は清掃工場発電の実績値から想定、平成42年度は駒岡清掃工場発電効率向上を想定
○地熱発電
　発電量 kWh＝導入容量4万 kW×365日×24時間×設備利用率80％（コスト等検証委員会資料）

3.3　再生可能エネルギー発電量の算出方法

3.4　分散電源発電量の算出方法

資料表3-5　再生可能エネルギー導入量

資料表3-6　分散電源導入量

平成22年度 平成34年度 平成42年度

太
陽
光

発電量 0.1 億 kWh 4.4 億 kWh 6.5 億 kWh

容
量

戸建住宅 0.7 万 kW 32.5 万 kW 45.5 万 kW
導入割合 30.4 万棟の0.6％ 31.6 万棟の24.5％ 31.2 万棟の34.7％

集合・事務所 0.08万 kW 6.6 万 kW 11.8 万 kW
導入割合 9.9 万棟の0.1％未満 10.2 万棟の5％ 10.1 万棟の9％

市有施設 0.08万 kW 0.6 万 kW 0.8 万 kW
導入規模 62か所 年平均400kW増加 年平均400kW増加

未利用地 0kW 2.2 万 kW 3.8 万 kW
導入規模 － 年平均2,000kW増加 年平均2,000kW増加

　　  合計 0.9 万 kW 41.9 万 kW 61.9 万 kW
小
水
力

発電量 0.03億 kWh 0.07億 kWh 0.1 億 kWh
容量 400kW 1,000kW 1,600kW

廃
棄
物

発電量 1.4 億 kWh 1.5 億 kWh 1.7 億 kWh
容量 39,920kW 40,000kW 46,000kW

地
熱

発電量 － － 2.8 億 kWh
容量 － － 40,000kW

合
計

発電量 1.5 億 kWh 6.0 億 kWh 11.1 億 kWh
容量 4.9 万 kW 46.0 万 kW 70.1 万 kW

平成22年度 平成34年度 平成42年度

事業用コジェネ
発電量 1.7 億 kWh 3.0 億 kWh 4.3 億 kWh
容量 27,745kW 49,700kW 70,000kW

家庭用コジェネ
（ガスエンジン、燃料電池）

発電量 0.01億 kWh 1.0 億 kWh 1.9 億 kWh
台数 552台 3万台

戸建住宅の10％
6万台

戸建住宅の20％
合計 発電量 1.71億 kWh 4.0 億 kWh 6.2 億 kWh
コジェネ発電量＝容量 kW×365日×24時間×設備利用率70％（コスト等検証委員会資料）
家庭用コジェネ燃料電池発電量＝台数×3,150kWh/ 台（札幌市想定値）
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　第4章3に示す将来の電源内訳における札幌市外の再生可能エネルギー発電量は、資料表3-7のとおり

設定。

○平成22年度の発電量
　北海道電力公表の再生可能エネルギー買取量から札幌市内想定売電量を除いた量

○平成34年度の発電量
　・太陽光発電

 （出力2000kW以上の導入可能量40万 kW＋大型蓄電池による増加4万 kW）×365日×24時間×利用率12％
＝4.63億 kWh

　・風力発電
　　 北電道内系統受入枠36万 kW×365日×24時間×利用率25％（北海道産業保安部資料）＝7.88億 kWh
　・中小水力発電
平成25年11月容量1000kW以上設備認定41,450kW×365日×24時間×利用率60％（コスト等検証委員会資料）
＝2.18億 kWh

　・廃棄物・バイオマス発電
平成24年度北電買取量3.40億 kWh－札幌市内清掃工場売電量0.79億 kWh＋（道内事業者公表9万 kW×
365日×24時間×利用率80％（コスト等検証委員会資料））＝8.92億 kWh

　・地熱発電
　　平成24年度地熱発電量1.29億 kWhのまま一定

○平成42年度の発電量
　・太陽光発電
　　平成34年度発電量4.63億 kWhのまま一定
　・風力発電

平成34年度発電量7.88億 kWh＋道北送電網整備実証事業期待値200万 kW×50％想定×365日×24時間×
利用率25％＝29.78億 kWh

　・中小水力発電
　　平成34年度発電量2.18億 kWhのまま一定
　・廃棄物・バイオマス発電
　　平成34年度発電量8.92億 kWhのまま一定
　・地熱発電

平成34年度発電量1.29億 kWh＋阿女鱒岳・道東地区など10万 kW×365日×24時間×利用率80％
＝8.30億 kWh

○札幌市内への供給量
　　札幌市外における再生可能エネルギー発電量のうち、25.62％が札幌市内に供給されると想定。
　 　25.62％は、平成22年度道内発電量372.8 億 kWhに対する札幌市内消費電力量95.5 億 kWhの割合

3.5　札幌市外の再生可能エネルギー導入想定量

資料表3-7　札幌市外の再生可能エネルギー発電量想定値

種類 平成22年度 平成34年度 平成42年度
太陽光発電 0.19億 kWh 4.63億 kWh 4.63億 kWh
風力発電 5.60億 kWh 7.88億 kWh 29.78億 kWh
中小水力発電 0.00億 kWh 2.18億 kWh 2.18億 kWh
廃棄物・バイオマス発電 0.39億 kWh 8.92億 kWh 8.92億 kWh
地熱発電 1.01億 kWh 1.29億 kWh 8.30億 kWh
合計※ 7.19億 kWh 24.90億 kWh 53.81億 kWh
札幌市内への供給量（※×25.62％） 1.84億 kWh 6.38億 kWh 13.79億 kWh

端数処理の関係上、合計が一致しない場合がある。
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　平成34年度の目標を達成した場合の設備投資額（所要額）を推計する。

　省エネや高効率給湯暖房機器の導入などの設備投資額は（省エネ・高効率機器導入単価－従来型機器導入

単価）×導入台数で求める。再生可能エネルギーやコージェネレーションの導入は導入単価×導入台数によ

り求める。

　資料表4-1に示すとおり、目標を達成した場合の設備投資額は札幌市全体で5,432億円になり、計画

期間9年間で割ると1年あたりでは604億円になる。これは、札幌市経済規模を示す名目市内総生産6

兆3,525億円（平成22年度札幌市民経済計算）の約1％に相当する。

　また、設備投資額5,432億円のうち、市内への直接効果額は1,013億円となる。

4.1　設備投資額の推計

4 目標達成の設備投資額と経済効果

資料表4-1　目標を達成した場合の設備投資額

項目 導入単価 従来機器との差額
①

市内への直
接効果割合

数量
②

設備投資額
①×② 備考

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

LED照明への交換 1.8 万円 /世帯 1.7 万円 /世帯
807,120世帯

137億円 LEDキャンペーン実績より LED購入金額は
平均18,000円 /世帯。従来型は白熱電球
を想定。導入世帯：89.68万世帯×90％うち商業マージン 0.2 万円 /世帯 0.2 万円 /世帯 13.2% 18億円

省エネ型冷蔵庫への交換 14.3 万円 /台 8.3 万円 /台
448,400台

372億円 冷蔵庫単価：143,000円 /台（4つ星）、
従来価格：60,000円 /台（2つ星）
導入数量：89.68万世帯×50％うち商業マージン 7.6 万円 /台 4.4 万円 /台 53.0% 197億円

住宅断熱性能の向上 100.0 万円 /戸 100.0 万円 /台
111,300戸

1,113億円 次世代住宅による100万円 /戸UP
34年度のベーシックレベル相当の想定戸数
111,300戸うち工事費 15.0 万円 /戸 15.0 万円 /台 15.0% 167億円

高
効
率
給
湯
暖
房
機
器

ヒートポンプ給湯器 70.0 万円 /台 30.0 万円 /台
64,000台

192億円 従来型電気温水器価格：40万円 /台、
目標7万台－既存0.6 万台うち工事費 14.0 万円 /台 6.0 万円 /台 20.0% 38億円

潜熱回収型ガス給湯暖房器 60.0 万円 /台 20.0 万円 /台
500,000台

1,000億円 従来型ガス温水器価格：40万円 /台、
目標52.5 万台－既存2.5 万台うち工事費 12.0 万円 /台 4.0 万円 /台 20.0% 200億円

潜熱回収型石油給湯器 30.0 万円 /台 10.0 万円 /台
100,000台

100億円 従来型灯油温水器価格：20万円 /台、
目標11万台－既存想定1万台うち工事費 6.0 万円 /台 2.0 万円 /台 20.0% 20億円

ヒートポンプ温水暖房 90.0 万円 /台 30.0 万円 /台
10,000台

30億円 従来型電気暖房器価格：60万円 /台、
目標1.2 万台－既存0.2 万台うち工事費 18.0 万円 /台 6.0 万円 /台 20.0% 6億円

地中熱ヒートポンプ 250.0 万円 /台 210.0 万円 /台
1,000台

21億円 従来型電気温水器価格：40万円 /台
目標0.1 万台うち工事費 125.0 万円 /台 105.0 万円 /台 50.0% 11億円

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

太陽光発電（10kw未満） 50.0 万円 /kW
305,000kW

1,525億円
目標32.5 万 kW－既存2万 kW

うち工事費 7.5 万円 /kW 15.0% 229億円

太陽光発電（10kw以上）※ 28.0 万円 /kW
86,000kW

241億円
目標9.4 万 kW－既存0.8 万 kW

うち工事費 4.2 万円 /kW 15.0% 36億円

中小水力発電※ 80.0 万円 /kW
600kW

5億円
目標1,000kW－既存400KW

うち工事費 32.0 万円 /kW 40.0% 2億円

分
散
電
源

家庭用燃料電池 250.0 万円 /台 210.0 万円 /台
30,000台

630億円 従来型ガス給湯器価格：40万円 /台
目標3万台うち工事費 25.0 万円 /台 21.0 万円 /台 10.0% 63億円

コージェネレーション※ 30.0 万円 /kW
22,000kW

66億円
目標4.97万 kW－既存2.77万 kW

うち工事費 12.0 万円 /kW 40.0% 26億円

合
計

設備投資額 5,432億円 家庭　　　　5,120億円
事業者※　　　312億円

市内への直接効果額 1,013億円
商業　　　　　215億円

工事　　　　　798億円

※事業者による設置（その他は家庭による設置を想定）
本表は、表4-2、4-4、4-6、4-8 で示す取組のうち、機器導入量の具体的数値を掲げているものを抽出している。
導入単価は、札幌市補助金の実績、FIT 調達価格算定委員会、NEDO新エネルギーガイドブックなどを参考に設定。
LED、冷蔵庫の商業マージンは「平成17年運輸部門を中心とした産業連関表（国土交通省）」を使用。工事費は札幌市補助金の実績などを参考に設定。
導入機器はすべて札幌市外から調達していると仮定。
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　札幌市内への直接効果額1,013億円をベースに、平成17年札幌市産業連関表（34部門、13部門）

を用いて経済波及効果を求める。

　商業マージンは「商業」、工事費は「建設」の需要があるとして試算した結果、札幌市内で約1,437億

円の経済波及効果と約14,662人の新規雇用が期待できる結果となる（資料表4-2）。

4.2　市内波及効果の推計

資料表4-2　札幌市内経済波及効果

第1次波及効果
（直接効果含む） 第2次波及効果 合計

生産誘発額 1,181億円 256億円 1,437億円
うち粗付加価値誘発額 599億円 172億円 771億円

うち雇用者所得誘発額 388億円 64億円 452億円
就業誘発者数 12,901人 1,761人 14,662人

うち雇用誘発者数 11,948人 1,601人 13,549人
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　エネルギービジョンの策定においては、市民意識調査（アンケート）やワークショップを実施し、札幌市

環境審議会の審議を経て策定している。

5.1　市民意識調査（アンケート）

5 策定経過

ア　目的
　東日本大震災により国のエネルギー政策の転換が予想されるなか、原子力発電に依存しない社会を目
指し、市民や事業者の省エネルギーや再生可能エネルギー導入についての意識を把握し、札幌市のエネ
ルギー分野における施策に反映することを目的に実施した。

イ　対象者
　市民：住民基本台帳から20歳以上の市民を無作為に1,000人抽出
　事業所：民間データベースなどから700事業所を抽出

ウ　調査方法
　調査票を回答者に送付する郵送法により実施

エ　回収状況
　市民：384サンプル（回収率38.4％）
　事業所：236サンプル（回収率33.7％）

オ　調査時期
　平成23年11月 11日に発送し、11月30日を回答締切とした。

カ　調査項目
　今後の電力供給のあり方、家庭での省エネ取組状況、再生可能エネルギー機器の導入状況、札幌市の
施策に期待することなどを調査

ア　目的
　東日本大震災により国のエネルギー政策の転換が進められるなか、北海道内では夏の節電の取組が進
められた。夏の節電の取組状況を踏まえ、市民の節電や省エネルギー、再生可能エネルギー導入につい
て意見を把握し、市のエネルギー分野における施策に反映することを目的に実施した。

イ　対象者
　住民基本台帳から20歳以上の市民を無作為に2,000人抽出

ウ　調査方法
　調査票を回答者に送付する郵送法により実施

エ　回収状況
　市民：545サンプル（回収率27.3％）

オ　調査時期
　平成24年10月 5日に発送し、10月23日を回答締切とした。

カ　調査項目
　家庭での節電取組状況、今後設置したい再生可能エネルギー機器、札幌市エネルギー施策の目指すべ
き方向性などを調査

（1）　平成 23年度実施調査

（2）　平成 24年度実施調査
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　札幌市エネルギービジョンは、学識経験者、関係行政機関、公募委員などからなる札幌市環境審議会にお

いて、専門的見地から審議されている。

5.2　市民ワークショップ

5.3　札幌市環境審議会

　市民レベルでの省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入のきっかけとなる市民意識や課題を把握
し、今後のエネルギー政策を進めるかについて、市民からの意見・アイデアを得る場として実施した。

　日時：平成25年11月 14日（木）10時～
　場所：札幌市役所12階会議室
　議題：札幌市エネルギー基本計画の骨子案について
　　　　今後の審議スケジュールについて

　日時：平成26年1月30日（木）9時30分～
　場所：札幌市役所12階会議室
　議題：札幌市エネルギー基本計画の素案について

　日時：平成26年3月27日（木）13時30分～
　場所：札幌市役所12階会議室
　議題：札幌市エネルギービジョン（原案）について

　平成24年度市民意識調査（アンケート）の回答者から参加を希
望した38人

　7つのグループ（1グループ5～6名）に分け、グループ単位で
意見をとりまとめた。

　テーマ1：市民が省エネを進めるために、どのようなことが必要か
　テーマ2：再生可能エネルギー（特に太陽光発電）を普及させるためには、どのような取組が必要か

　平成24年11月 10日（土）

（1）　目的

（1）　第 1回会議

（2）　第 2回会議

（3）　第 3回会議

（2）　参加者

（3）　実施方法

（4）　ワークショップテーマ

（5）　実施日
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5.4　パブリックコメント手続

　平成26年6月4日（水）から平成26年7月3日（木）まで

　郵送、FAX、Eメール、ホームページ上の意見募集フォーム、持参

　北海道環境省パートナーシップオフィス主催の「札幌市エネルギービジョン（案）パブリックコメント
ワークショップ」での意見収集（参加者22名）

ア　意見提出者数・意見数
　意見提出者：個人58人、1団体（ワークショップでの意見収集）
　意見数：個人183件、ワークショップでの意見51件、合計234件

　札幌市役所本庁舎（2階市政刊行物コーナー、10階市長政策室政策企画部）
　各区役所（総務企画課広聴係）
　各まちづくりセンター
　札幌環境プラザ
　札幌市内各小中学校【小・中学生向け意見募集冊子】
　札幌市内児童会館【小・中学生向け意見募集冊子】
　札幌市ホームページ

（1）　意見募集期間

（2）　意見提出方法

（4）　ワークショップ

（5）　パブリックコメント（大人の意見）の内訳

（3）　資料の配布・閲覧場所

参考：第9次札幌市環境審議会委員名簿（平成26年3月27日時点）

氏名 所属・役職 備考
阿部　淳 北海道環境生活部　環境局地球温暖化対策室　参事
栗田　敬子 公募委員
齊藤　富明 公募委員
笹木　秀敏 環境省北海道地方環境事務所　統括環境保全企画官　環境対策課長
佐野　郁夫 北海道大学　大学院　公共政策学連携研究部　特任教授 副会長
新保　るみ子 特定非営利活動法人　ひまわりの種の会　理事長
鈴木　亨 特定非営利活動法人　北海道グリーンファンド　理事長
近久　武美 北海道大学　大学院　工学研究院　教授 会　長
遠井　朗子 酪農学園大学　農食環境学群　環境共生学類　教授
長岡　忠正 一般社団法人　北海道太陽光発電普及協会　技術顧問
中野　章 札幌商工会議所　環境・エネルギー委員会　委員長
林　久美 気象庁札幌管区気象台　気象防災部長
宮本　尚 認定NPO法人　北海道市民環境ネットワーク　常務理事
森田　みゆき 北海道教育大学　教育学部札幌校　教授
八木　渉 北海道ガス株式会社　企画部長
山本　裕子 北海学園大学　工学部　社会環境工学科　准教授
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（6）　キッズコメント（子どもの意見）の内訳

イ　個人による意見提出の年代別内訳
年代 30代 40代 50代 60代 70歳以上 不明 合計
人数 5人 19人 10人 13人 5人 6人 58人
件数 6件 57件 45件 46件 8件 21件 183件

ウ　個人による意見提出方法内訳
提出方法 ホームページ 郵送 FAX Eメール 持参 合計
提出者数 39人 8人 6人 4人 1人 58人
構成比 67% 14% 10% 7% 2% 100%

エ　全体意見内訳
分類 件数 構成比

エネルギービジョン全体に対する意見 25 10.7%
第1章　基本的事項 17 7.3%
第2章　札幌市におけるエネルギーの現状と取組の方向性 25 10.7%
第3章　目指す姿 29 12.4%
第4章　数値目標 23 9.8%
第5章　目標達成に向けた取組 91 38.9%
第6章　リーディングプロジェクト 9 3.8%
第7章　推進体制、進行管理 12 5.1%
資料編 3 1.3%

合計 234 100%
札幌市エネルギービジョン（案）の構成に沿って分類

ア　意見提出者・件数
　意見提出者：276人
　件数：432件

イ　学年別内訳

学年
小学 中学

不明 合計
3年 4年 5年 6年 1年 2年 3年

人数 3人 7人 33人 79人 76人 66人 8人 4人 276人

ウ　主な意見内訳
分類 件数 構成比

エネルギービジョン全体に対する意見 48 11.1%
第1章　基本的事項 5 1.2%
第2章　札幌市におけるエネルギーの現状と取組の方向性 24 5.6%
第3章　目指す姿 12 2.8%
第4章　数値目標 47 10.9%
第5章　目標達成に向けた取組 287 66.4%
第6章　リーディングプロジェクト 9 2.1%

合計 432 100%

札幌市エネルギービジョン（案）の構成に沿って分類
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　市民の皆様からいただいたご意見をもとに、当初案から11項目修正しました。

（7）　意見に基づく当初案からの変更点

No. 箇所 修正前 修正後

1 P4
第 1章
1.4　対象とす
るエネルギー

【意見要旨】
○ エネルギー消費量は二次エネルギーで表示していることを明記すべき。

（記載なし） 本ビジョンでは消費量は二次エネル
ギーで表示しています。

2 P19
第 3章
目指す姿

【意見要旨】
○ 「エネルギーポテンシャル」の意味が分からない。

（記載なし） （脚注）【エネルギーポテンシャル】
ここでは、札幌や北海道に広く存在
する再生可能エネルギーやコージェ
ネレーションから発生する熱、清掃
工場の廃熱など利用可能なエネル
ギー源のこと。

3 P20
第 3章
3.1「まちづく
り」の目指す姿
（1）太陽光発電
をはじめとした
多様な再生可能
エネルギーの導
入
1点目

【意見要旨】
○ 戸建住宅、事務所、市民出資という場所と手段を並列で表記しているのは
違和感がある。
○ 「ベストミックス」という表現は、「最適なバランスで組み合わせる」で
もよいではないか。

・ 戸建住宅や事務所、市民出資など
様々な規模・形態で、太陽光発電
をはじめとする再生可能エネル
ギーや蓄電池、コージェネレー
ションをベストミックスしたエネ
ルギーシステムが導入されていま
す。

・ 戸建住宅やビルなど様々な場所
で、太陽光発電をはじめとする再
生可能エネルギーや蓄電池、コー
ジェネレーションを最適なバラン
スで組み合わせたエネルギーシス
テムが導入されています。

4 P21
第 3章
3.2「ライフス
タイル」の目指
す姿
（1）省エネ意識
の定着
3点目

【意見要旨】
○ 「スマートな省エネスタイル」は、技術だけでなく、日常の行動の積み重
ねが重要であるので、その旨を追記すべき。
○ 未来に向かって、こまめに電気を消すなどできることから取り組みたい
（キッズコメント）。

・ スマートメーターとHEMSの組
み合わせによる、見える化、時間
帯別の料金設定や家電制御による
電力ピークカットなど、効率的・
効果的な省エネの取組が進められ
ています。

・ 不要な照明を消すなどの身近な省
エネ行動に加え、スマートメー
ターとHEMSの組み合わせによ
る、見える化、時間帯別の料金設
定や家電制御による電力ピーク
カットなど、効率的・効果的な省
エネの取組が進められています。



72

第
1
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

第
5
章

第
6
章

第
7
章

資
料
編

No. 箇所 修正前 修正後

5 P21
第 3章
3.2「ライフス
タイル」の目指
す姿
（2）エネルギー
の高効率化が図
られた建物・住
まいの選択
2点目

【意見要旨】
○ 創エネ、省エネ、蓄エネの括弧内はツールを例示しており、概念の説明で
はないので、表現を見直すべき。

・ 住宅における創エネ（太陽光発
電、燃料電池、コジェネ）、省エ
ネ（高効率給湯暖房機器、LED
照明、HEMS、見える化）、蓄エ
ネ（蓄電池）の概念が定着し、そ
れぞれの設備が標準的に設置され
ています。

・ 住宅における創エネ（太陽光発
電、燃料電池、コジェネ）、省エ
ネ（高効率給湯暖房機器、LED
照明、HEMS、見える化）、蓄エ
ネ（蓄電池）の設備が標準的に設
置されています。

6 P30
第 5章
冒頭文

【意見要旨】
○ 各主体として市民、事業者、札幌市が示されているが、NPOなどの市民
団体、教育研究機関の役割を記載すべき。

　目標の達成に向けては、市民、事
業者、札幌市の各主体が連携・協力
しながら取組を進めていく必要があ
ります。

　目標の達成に向けては、市民、事
業者、札幌市の各主体が連携・協力
しながら取組を進めていく必要があ
ります。また、各主体の取組をサ
ポートするNPOや町内会などの団
体、次世代技術の開発や人材を育成
する教育研究機関との連携も重要で
す。

7 P31
第 5章
5.1　スマート
な省エネルギー
の実践
重点取組1
札幌市の行動
1点目

【意見要旨】
○ エネルギー消費量を減らすには一人ひとりがエネルギーについて知ってい
た方がいい。学校での呼びかけや説明が効果的（キッズコメント）。
○ エネルギーの大切さが分かった。学校でエネルギー学習を行うことで節電
する人が増えると思う（キッズコメント）。

■省エネ意識の醸成
・ 学校での環境・エネルギー教育や
出前講座、キャンペーンなどによ
り、省エネ意識の醸成を図ります。

■省エネ意識の醸成
・ 学校での環境・エネルギー教育や
出前講座、節電キャンペーンなど
により、子どもから大人までの省
エネ意識の醸成を図ります。

8 P31
第 5章
5.1　スマート
な省エネルギー
の実践
重点取組1
札幌市の行動
3点目

【意見要旨】
○省エネ機器は導入支援に加え、適切な情報提供が必要である。

■省エネ機器の導入支援
・ LED照明、省エネ型冷蔵庫、見
える化機器、高効率給湯・暖房機
器など省エネに効果的な機器の導
入を支援します。

■省エネ機器の導入支援
・ LED照明、省エネ型冷蔵庫、見
える化機器、高効率給湯・暖房機
器など省エネに効果的な機器の導
入について、家庭の状況に適した
選択ができる情報を提供し、導入
を支援します。
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9 P32
第 5章
5.1　スマート
な省エネルギー
の実践
重点取組1
市民の行動
1点目

【意見要旨】
○「常に省エネを意識しながら」は、負担に感じる。
○ 暖房エネルギーの削減策として、暖房を弱めにするなどの簡単にできる具
体的な取組を書いた方がよい（キッズコメント）。

■  無理のないスマート型省エネの実践
・ 家庭における電力や暖房などのエ
ネルギー消費量を把握し、常に省
エネを意識しながら無理のない効
果的な省エネを実践します。

■ 無理のないスマート型省エネの実践
・ 家庭における電力や暖房などのエ
ネルギー消費量を把握し、不要な
照明を消したり、暖房を弱めにし
たりするなど無理のない効果的な
省エネを実践します。

10 P33
第 5章
5.1　スマート
な省エネルギー
の実践
重点取組2
札幌市の行動
3点目

【意見要旨】
○ 市有施設の断熱性確保について、市民にその内容を情報提供する旨を追記
してほしい。

■市有施設の断熱性確保
・ 市有施設を建築する際には、施設
の内容に応じた必要な断熱性を確
保します。

■市有施設の断熱性確保
・ 市有施設を建築する際には、施設
の内容に応じた必要な断熱性を確
保し、市民にその内容を適宜、情
報提供します。

11 P33
第 5章
5.1　スマート
な省エネルギー
の実践
重点取組2
札幌市の行動
（追記）

【意見要旨】
○建築物環境配慮制度（CASBEE札幌）についても触れるべきでは

（記載なし） ■  CASBEE札幌による省エネ性能
の優れた建築物の誘導
・ 大規模建築物の環境配慮を評価す
るCASBEE札幌の運用を通じ
て、建築物の省エネ性能向上を誘
導します。
脚注
【CASBEE札幌】：環境に配慮した
建築物の普及・促進を図ることを目
的として、一定規模以上の建築物の
新築、増改築等を行う建築主等が、
自らの建築物に係る環境に配慮した
事項について評価を行い、その結果
を本市に提出することを義務付けた
制度。
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